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国　・　自　治　体 福　　　　　祉

【
こ
れ
ま
で
の
取
組

】

・行政連携の推進のための，自治体向けアンケート，各
地でのシンポジウム開催等の方策
・常勤弁護士職員向けアンケート等，国・自治体等の職
員への任用促進に関する方策
・条例づくり・公金債権回収等に関する支援への方策
・包括外部監査への任用拡大
・地域連携パイロット事業

・「ひまわりあんしん事業」，虐待対応専門職チーム派遣，
ホームロイヤー制度等の実施
・地域包括支援センター等への弁護士派遣
・福祉事業者等への法的支援の提供
・児童相談所への弁護士派遣の実施
・いじめ予防出前授業への弁護士派遣の実施
・子どもの代理人活動
・生活困窮者自立支援法（自立相談支援事業）に基づく自治
体への弁護士派遣
・司法ソーシャルワークの推進
・充実した総合法律支援の在り方の検討

・ひまわり求人求職ナビの改善
・企業等に対するヒアリング
・広報ツールの検討・改訂
・企業向け弁護士の採用に関する情報提供・交
換会

・海外での調査委託事業
・アジア担当嘱託
・関係機関へのヒアリング
・海外業務研究会における議論
・国際法務に係る日本企業支援等に関する関係
省庁等連絡会議

【
見
え
て
き
た
課
題

】

・政策法務，公金債権回収，包括外部監査などこれまで
弁護士等の活用が十分でなかった分野（以下「新しい分
野」という。）や態様（常勤，非常勤としての職員任用な
ど）を含め，弁護士等の有用性を周知し，活用を促す取
組を継続する。
・国については，具体的取組はこれから。
・各分野の特性やニーズを具体的に分析し，それに応じ
て活動領域の拡大を目標とする必要性がある。

・幅広い分野を網羅することと，継続的に業務として弁護士
が取り組めることとの両立を図る。
・ニーズを把握し，それに応えるための積極的なアウトリーチ
を進める。

・新たなチャネルや媒体を用いて，弁護士等を
活用する有用性の周知を進め，大企業のみな
らず，中堅企業や地方の企業にまでニーズを
拡大し，また深化させていく。

・国内における海外進出企業支援及び海外におけ
る企業・邦人に対する法的支援の分野における日
本の弁護士等を活用する有用性を分野毎に整理
する。

【
こ
れ
ま
で
の
取
組

】

・法科大学院におけるモデルカリキュラム策定
・女性インハウスのためのキャリアアップセミ
ナー
・企業内弁護士研修会
・選択型実務修習の拡大に向けた検討

・日弁連における人材育成の各種取組（研修プロ
グラム，留学制度，国際会議への参加サポート
等）
・法科大学院等における継続教育

【
見
え
て
き
た
課
題

】

・企業側のニーズに対応する人材を確保する。
・企業で活躍する弁護士等に必要な素養を踏
まえた基礎的なスキルやマインドを涵養するた
めのプログラムを検討し，発信する。

・国際的に通用する弁護士等を養成・確保するべ
く，長期的な視野に立って，継続教育や研修制度
の充実，教育制度全体を通じた国際法律業務分
野に係る教育の在り方の検討，関係機関の連携
の在り方の構築を図る。

【
こ
れ
ま
で
の
取
組

】

・各地の弁護士会の行政連携メニュー，体制の整備
・シンポジウム，任期付公務員登用セミナー，採用説明
会等の開催
・地方公共団体における弁護士採用Q＆A
・日弁連による任用促進のための組織立上げ

・「ひまわりあんしん事業」，虐待対応専門職チームの派遣等
の実施
・地域包括支援センター等の弁護士派遣による職員，福祉
関係者向け法律相談，研修等の実施
・福祉事業者等への法的支援の提供
・「福祉の当番弁護士」等，福祉関係者，自治体職員向け法
律相談の実施
・長崎県における有志弁護士と福祉機関との連携強化に向
けた取組

・ひまわり求人求職ナビの改善
・司法試験合格者等を対象とした就職説明会
・企業向け弁護士採用に関する情報提供・交換
会
・就職活動ガイダンス等のセミナー
・企業の採用担当者等向けのパンフレット（『企
業内弁護士雇用の手引き』など）
・日弁連ホームページの改訂
・任期付採用スキーム

・中小企業の海外展開支援

【
見
え
て
き
た
課
題

】

・自治体等との連携の取組を全国にあまねく普及させ
る。
・国や自治体等に職員として任用される弁護士の拡充
につき，更に効果的な施策を進める。

・福祉行政・福祉機関・他専門職と弁護士との「顔の見える連
携」を構築する機会の拡大及び連携の仕組みを整備する。

・弁護士等の採用に関するきめ細かな情報を
提供する。
・弁護士等が企業で働くことの意義（企業内で
の役割，キャリアパス等）について分析し，周知
する。
・弁護士等を採用した企業間の情報共有を図
る。

・国内での海外進出企業支援
⇒中小企業にも裾野を広げ，精通弁護士等を確
保する。また対内直接投資の拡大に向け，国内に
おける国際法律業務を充実させる。
・海外における支援
⇒従来の大規模事務所中心の取組から裾野を広
げ，日本の弁護士等を幅広く活用していく。
・海外に進出する日本企業等や在留邦人のため
の利便性の高い情報提供体制を構築していく。

ニ
ー
ズ
と
人
材
の
効
果
的
な
引
き
合
わ
せ

企　　　　　業 海　　外　　展　　開

活動領域拡大に向けた取組に関する論点整理

・行政連携体制の拡充，各地でのシンポジウム等による担い手拡大
・新しい分野を含む各種セミナー，研修会等の実施による養成
・任期付公務員登用セミナー，ネットワーク作り等による，国・自治体等の職員に任用される弁護士の裾野拡大
・高齢者分野における「ひまわりあんしん事業」の実施
・法科大学院における科目開放，他の法科大学院への展開を模索・検討
・選択型実務修習の拡大に向けた検討

ニ
ー
ズ
の
把
握
と
対
応
策
の
検
討

・国・自治体，福祉等の分野における活動の意義を弁護士等に引き続き周知する。
・新しい分野の担い手養成について，更なる工夫をする。
・任期付公務員等の形で国や自治体の職員に任用される弁護士のキャリアパスを分析し，確立する。
・国や自治体の職員に任用される弁護士等に関する，送り出し，迎え入れの仕組みを含めた総合的な検討。
・国・自治体，福祉等の分野で活動するのに必要な素養を分析し，プロセスとしての法曹養成制度全体の各段階にお
いて，ニーズに合った人材養成の在り方の検討をする。

ニ
ー

ズ
に
見
合
う
人
材
の
確
保
・
養
成

国　　・　　自　　治　　体　　・　　福　　祉
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2014年（平成26年） 2015年（平成27年） 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

分科会開催イメージ 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回

司法試験スケジュール ＬＳ修了 司法試験
合格発表
（短答式）

合格発表
（論文式）

ＬＳ修了 司法試験
合格発表
（短答式）

司法修習スケジュール（第67期）

（第68期）

ひまわりキャリアサポート

選択型修習・集合修習→二回試験（11月）

          修習開始
          →分野別修習

設置

企業分科会 工程表

TODAY

ひまわりキャリアサポ ト
センター設置

ひまわり求人求職ナビ改善

企業向け情報提供

弁護士・修習生等向け情報提供

事 業 の 推 進

設置

情報提供のあり方についての検討（媒体・方法など）

利用企業アンケートの分析，

改善策の検討
ナビ利用状況の把握・分析

広報ツールの検討・改訂

企業内弁護士等ヒアリング

地方での取組

ナビの改善策、順次実施

採用企業ヒアリング 関係団体との連絡協議・意見交換

8/25企業向け

情報提供会（東京）

ＨＰの改訂 10/1合格者向けセミナー

10/11就職活動セミナー

10/13就職合同説明会

試
行
方

ナビ利用企業・企業内弁護士ヒアリング

任期付き採用スキーム

モデルカリキュラム策定
及び協議

企
業
分
科
会
　
試
行
方
策

情報提供のあり方についての検討（媒体 方法など）

パイロット事業の実施、検証パイロット事業の検討

【法曹養成過程でのカリキュラム】

【弁護士登録後の継続教育】

研修の実施

各LSとの協議

弁護士会における企業内

弁護士向け研修の内容検討
研修内容の検討，実施準備等

中央LS・慶應LSの科目開放

→履修状況を検証、他のLSへの展開を模索・検討

10/13就職合同説明会

中大LSでのパイロットカリキュラム実施

方
策
の
実
施
状
況
ま
と
め
・
報
告

及び協議

女性企業内弁護士支援

【法曹養成過程でのカリキュラム】

慶應LS・

WSPの聴講

中央LSとの講座開設に向けた協議

ヒアリング実施

神戸LSとの講座開設に向けた協議

仕組みの検討等

実施結果の検証、他のLSへの展開を模索・検討
7/28

LS意見

交換会

10/18

キャリアアップセミナー

慶應LSでのカリキュラム実施

中大LSでのカリキュラム実施

神戸LSでのカリキュラム実施
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登
録
換
え
料

5,
00

0
円

弁
護
士
会
入
会
金

各
弁
護
士
会
に

お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

登
録
事
項
変
更
料

2,
00

0
円

弁
護
士
会
会
費

新
会
費
特
別
会
費

日
弁
連
会
費

日
弁
連
特
別
会
費

合
計

東
京

5,
00

0
5,

00
0

7,
00

0
5,

00
0

22
,0
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第
一
東
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0
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弁
護
士
会
会
費

新
会
費
特
別
会
費

日
弁
連
会
費

日
弁
連
特
別
会
費

合
計

東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

第
一
東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

第
二
東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

人
数

所
属
先

22
2

弁
護
士
自
身

50
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年
度

人
数

20
01

66

20
02

80

20
03

88

20
04

10
9

20
05

12
3

20
06

14
6

20
07

18
8

20
08

26
6

20
09

35
4

20
10

42
8

20
11

58
7

20
12

77
1

20
13

95
3

20
14

1,
17

9

年
度

企
業
数

20
01

39

20
02

47

20
03

50

20
04

56

20
05

68

20
06

81

20
07

10
4

20
08

15
8

20
09

20
9

20
10

25
9

20
11

32
6

20
12

45
8

20
13

50
8

20
14

61
9

順
位

企
業
名

人
数

1
ヤ
フ
ー

18

2
三
菱
商
事

17

3
三
井
住
友
銀
行

13

4
伊
藤
忠
商
事

12

4
三
井
物
産

12

6
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル

11

6
三
菱
東
京

U
F

J
銀
行

11

8
S

M
B

C
日
興
証
券

10

8
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
証
券

10

8
野
村
證
券
株
式
会
社

10

8
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

10

12
K

D
D

I株
式
会
社

9

12
み
ず
ほ
証
券

9

14
大
塚
製
薬

8

14
小
松
製
作
所

8

14
日
本

G
E
株
式
会
社

8

14
バ
ー
ク
レ
イ
ズ
証
券

8

14
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

8

14
モ
ル
ガ
ン
・
ス
タ
ン
レ
ー

M
U

F
G
証
券

8

20
JP
モ
ル
ガ
ン
証
券
ほ
か

6
社

7

順
位

業
種

人
数

1
証
券
・
商
品
先
物
取
引
業
そ
の
他
金
融
業
等

15
2

2
情
報
・
通
信
業

13
9

3
銀
行
・
保
険
業

13
6

4
機
械
・
電
気
・
精
密
機
器
等
メ
ー
カ
ー

12
1

5
卸
売
・
小
売
業

85

6
サ
ー
ビ
ス
業

68

7
医
薬
品

39

8
不
動
産
業

21

9
建
設
業

12

10
陸
・
海
・
空
運
業

12

11
サ
ー
ビ
サ
ー
（
債
権
回
収
会
社
）

11

12
そ
の
他

16
9

合
計

96
5
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弁
護
士
会

人
数

東
京

36
3

第
二
東
京

28
7

第
一
東
京

27
7

大
阪

59

京
都

25

愛
知
県

20

兵
庫
県

10

横
浜

9

三
重

6

岡
山

4

愛
媛

3

千
葉
県

3

岐
阜
県

2

富
山
県

2

群
馬

2

仙
台

2

静
岡
県

2

福
岡
県

1

鹿
児
島
県

1

広
島

1

島
根
県

1

修
習
期

人
数

39
期
以
前

17

40
期
代

68

50
期
代

31
8

60
期
代

77
3

部
門
長

部
門
長
以
外
の
管
理
職

非
管
理
職

ガ
バ
ナ
ン
ス

法
務
部
門

法
務
部
門

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

契
約
審
査

訴
訟
管
理

取
締
役
会
の
運
営
等

訴
訟
管
理

契
約
審
査

Ｍ
＆
Ａ
等

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

独
占
禁
止
法
関
係

取
引
先
等
と
の
交
渉
等

選
択
肢
（
支
払
総
額
）

人
数

割
合
％

25
0
万
円
未
満

1
0

25
0
万
円
～

50
0
万
円
未
満

25
9

50
0
万
円
～

75
0
万
円
未
満

85
31

75
0
万
円
～

10
00
万
円
未
満

53
19

10
00
万
円
～

12
50
万
円
未
満

39
14

12
50
万
円
～

15
00
万
円
未
満

27
10

15
00
万
円
～

20
00
万
円
未
満

11
4

20
00
万
円
～

30
00
万
円
未
満

15
6

30
00
万
円
～

50
00
万
円
未
満

11
4

50
00
万
円
以
上

5
2
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弁
護
士
会
会
費

新
会
費
特
別
会
費

日
弁
連
会
費

日
弁
連
特
別
会
費

合
計

東
京

5,
00

0
5,

00
0

7,
00

0
5,

00
0

22
,0

00

第
一
東
京

5,
00

0
0

7,
00

0
5,

00
0

17
,0

00

第
二
東
京

5,
00

0
0

7,
00

0
5,

00
0

17
,0

00

弁
護
士
会
会
費

新
会
費
特
別
会
費

日
弁
連
会
費

日
弁
連
特
別
会
費

合
計

東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

第
一
東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

第
二
東
京

1,
59

0,
00

0
50

0,
00

0
1,

51
2,

00
0

60
0,

00
0

4,
20

2,
00

0

人
数

所
属
先

22
2

弁
護
士
自
身

50
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主 催  東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会 

共 催  日本弁護士連合会、関東弁護士会連合会 

協 力  経営法友会、日本組織内弁護士協会 

お問い合わせ先 東京弁護士会 業務課（河村） TEL：03-3581-3332 
 

参加無料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～ 企業内弁護士を目指す司法試験合格者向けセミナー ～ 

企業法務の実態と企業内弁護士の役割 

 

参加希望者は、件名を「10/1 企業内弁護士セミナー参加」とし、本文に氏名と

Ｅメールアドレスを記載したＥメールを、下記アドレス宛にお送り下さい。 

なお、参加受付は上記のとおり当日先着順となりますのでご注意下さい。 

宛先 E-mail：info-recruit@toben.or.jp 

※質問等は下部の「お問い合わせ先」まで、お願い致します。 

日 時 ： 平成 26 年 10 月 1 日（水）午後 6 時 30 分～（午後 6 時より受付開始） 

会 場 ： 弁護士会館 2 階講堂「クレオ」 

対 象 ： 司法試験合格者（第 68 期司法修習生予定者） 

定 員 ： 150 名（先着順） 

※定員を超過した場合は入場をお断りする場合がありますのでご了承下さい。 

内 容 ： 1．基 調 講 演 

      2．若手企業内弁護士による体験談や職務内容についてのご講演 

       3．質 疑 応 答 

※基調講演講師は、実際に第一線で活躍する組織内弁護士を予定しております。 

参加申込 

方法 

本セミナーでは、実際に企業の第一線で活躍する弁護士を講師としてお迎えし、企業が

求める人材・職務スキルや、体験談、また、各社での企業内弁護士の地位・所属部署・職

務等について、講演していただきます。 

司法試験合格者の方々が、企業内弁護士の職務等や今後参加する就職説明会等に具体的

なイメージを持って臨んでいただける等、就職活動を行う上での準備の一環として、是非

奮ってご参加下さい。 

弁護士会館                 

 

〒100-0013 東京都千代田区霞が関 1-1-3 

 

最寄駅                   

 
・東京メトロ丸ノ内線、日比谷線、千代田線「霞ヶ関駅」

B1-b 出口より直進 A1 出口より徒歩 2 分 C1 出口

より徒歩 3分 

・東京メトロ有楽町線「桜田門駅」 5番出口より徒歩 

8分 

・都営三田線「日比谷駅」 日比谷公園を通り徒歩 8分 

・JR「有楽町駅」 日比谷口よりお堀沿い徒歩 10分 
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２０１４年１０月１１日（土）１５：００～１７：００ 
於： 弁護士会館２階講堂「クレオ」ＡＢＣ 

 

 
 
 
◆第１部   講演  

 【書き物編】    株式会社Ｃ＆Ｒリーガル・エージェンシー社 山口 宣仁 氏 

 【面接編】    株式会社インテリジェンス 加賀美 文久 氏  

 

◆第２部  企業で働くということ－具体的事例を踏まえて－ 

  株式会社 T2 Tokyo 水谷 央  氏  

  株式会社インテリジェンス 加賀美 文久 氏  

  株式会社Ｃ＆Ｒリーガル・エージェンシー社 山口 宣仁 氏 
 

◆第３部  質疑応答 
 

◆閉会挨拶  

  山岸  良太 日弁連法律サービス展開本部ひまわりキャリアサポートセンター センター長 

 

 

＜日弁連配布資料＞ 

資料番号 資料 頁 

１ 企業内弁護士に関するＱ＆Ａ １ 

２ ひまわり求人求職ナビチラシ ５ 

３ 第６８期司法修習生等東京三会就職合同説明会開催のご案内 ７ 

 

＜講師提供資料＞＊別冊配布 

資料 

2014 年 10月版ニュースレター［㈱T2 Tokyo］ 

■講演資料■（セミナー終了後配布） 

企業就職ガイダンス～履歴書の書き方～［㈱Ｃ＆Ｒリーガル・エージェンシー社］ 

企業就職ガイダンス～面接編［㈱インテリジェンス］ 

 

進 行 次 第 
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名
名

※

所属 弁護士の修習期

126 65期 3

4 66期 1

6 不明 2

136 0

１ 今回，「企業就職活動ガイダンス」に参加された理由・動機についてご記載ください。

■68期司法修習予定者

就職活動の実態を知りたい

インハウスも視野に入れて就職活動しているため

履歴書の書き方について教えてもらえるから

参加しやすいタイミングで開催されたから

修習予定者とともに，修習を前提としたセミナーに参加することで，自らの意識を修習に切り替えていくため

企業への就職をどのように行えば良いか，インハウスがどのようなものかを知りたかったから

企業内弁護士として働くことに興味があるため

今まで履歴書を書いた経験がほとんどないため

企業への就職活動の全体像をつかみたかった

68期司法修習予定者

67期司法修習生

弁護士

【自分をぴかぴかに磨こう－企業就職活動ガイダンス】（10/11）アンケート集計

177
136 （回答率） 76.8%

回答者の属性

履歴書の書き方・面接のポイントを知りたい

企業への就職活動についての知識が不足していると感じたから

2014/10/15
【参加者数】
【回答者数】

68期予

定者

93%

65期
50%

66期
17%

不明

33%

企業への就職活動含め，就職活動がどういうものか経験がないため，基本的なことから知りたいと考え，参加しました

インハウスローヤーを選択肢の１つとして考えているから

企業法務の実態を知るため

企業法務に就職することについて興味があるため

インハウスローヤーも選択肢の１つとして考えているため

 ・インハウスを目指しているため・履歴書の書き方を学びたかったため

企業内弁護士として働くことに関心がある，具体的な業務内容等について知りたいと考え参加しました

大学院からメールで案内をもらったので合同就職説明会とセットで参加させていただこうと思いました

女性弁護士にとっては，福利厚生は企業の方が圧倒的に良いと多方面で聞きます。そこで，企業への就職も視野に入れようと考え，その手
がかりになればと思い参加しました

就職活動に向けた情報収集，一般の就職活動との違いを知るため

日弁連のお知らせを見て

大学院の授業で企業法務に興味を持ったものの，企業内弁護士についての情報をほとんど持っていなかったため。このガイダンスは，三会
合同説明会に申込をした際に，ＨＰを見て知りました

企業内弁護士に興味があったため

情報が少なく，実情を知りたかったため

履歴書の書き方や面接などのガイダンスを聞くため

企業に対しての就職活動についてより理解を深めたいから

履歴書の書き方などを学びたかったため

就職活動をまだ本格的に始めておらず，何をしたら良いか分からないため，参考になると思ったため

法律事務所の就職活動に加え，インハウスの就職活動も検討しているため，インハウスの就職状況を知りたいと思ったから

企業への就職活動のノウハウ等を知らなかったため，お話を聞かせていただきたかったです

法律事務所の就活情報は手に入るが，インハウスの情報はなかなか手に入らないから

エントリーシート，面接について，インハウス向けの注意事項を知りたかったから

インハウスローヤーを考えているため

 ・企業内弁護士を選択肢の一つとして考えているため・履歴書の書き方・面接のノウハウを知りたかったから

企業の法務部への就職に興味があるものの，全く情報を持っていないため

就職活動を行うに当たって，必要な情報を得られると考えたから

就職経験がないため，企業への就職活動，入社後について強い危機感を持っているため

就職活動において役立つ情報が得られると思ったから

自分のインハウス適性を知るため
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インハウス就職活動の仕方を勉強したかったため

企業への就職活動について詳しく聞きたかったから

企業内弁護士は企業においてどのような役割を果たす者なのか，その就職活動をどのように行うべきなのかを知りたかったため，ガイダンス
に参加しました

 ・興味があった・就職活動に不安があった

企業内弁護士も進路の１つに考えているため

就職活動として何をすべきか検討がつかなかったので，きっかけを掴みたいと思って参加した

社会人経験がなく就職活動に不安を覚えたため，参加させていただきました

企業内弁護士として働くことを希望しているから

インハウスローヤーとしてのキャリアについて知りたかったということと，就職活動についても，事務所とは違う点もあるかと思ったので聞きたかった

法律事務所の求人数が思いのほか少なかったため

履歴書の書き方，面接の受け方といった就職活動の基礎について学びたかった

企業の就職活動を考えているから

インハウスローヤーのキャリアについて，具体的にイメージするため

元々インハウスローヤーに興味があったので就職活動の仕方を学ぶ意味で参加しました

企業に就職することは考えていないが，履歴書の書き方等は事務所の就職にも役立つと思ったため

今まで企業への就職は考えていなったのですが，視野に入れるべきとの指摘を受け，就職活動の導入として参加いたしました

就職活動に活かしたいから

企業内弁護士として働くために，何が選考で問われ，仕事の際に何を気を付けるべきか知りたかった

インハウスに興味があり，ホームページで検索しているとヒットしたため。履歴書等の書き方がよく分からず，面接のノウハウも聞けるため。イ
ンハウスの実情を伺えると思ったため

今後の進路の選択肢を広げるため

企業に就職するに当たっての心構えを聞きたかったから

就職活動の前提として

企業における就職活動を知りたかったため

企業に就職した場合のキャリアパスを考えるため

企業内弁護士の仕事，求人の実態を知りたかった

選択肢の１つとして，企業内弁護士の概要について，実際の状況を把握したいと思ったから

企業内弁護士として働くことに興味を持っているため

就職活動に当たって参考にするため

企業就職というキャリアは絶対数が少ないこともあり，あまり多くの情報を得られていないため，少しでも有益な情報を得る目的で。

ネットで見たから

インハウスについて，就職先として，あるいは，キャリアの一環として考え始めたからです

企業での就職についても視野に入れているから

企業就活のやり方について，今までほとんど知る機会がなく，ノウハウを知りたいと思ったため

通常の就職活動と異なるのかと考えたため

企業内弁護士として働くことに興味があったから

大学時代に就職活動経験がなく，基本的な考えから知る機会が欲しかったため

企業就職活動の具体的イメージが掴めないため

ほとんど知識がなかったため，就職活動について学びたいと考えたから

学校から連絡があったから

今後企業に就職する可能性もあるから

インハウスに興味があったため

企業法務の就職活動をどのようにすべきかの情報が他の場ではなかなか得られないため

自分をぴかぴかに磨きたかったから

企業法務・企業内弁護士というものを知る機会がなかったから，聞いてみたかった

履歴書の書き方，面接の仕方等を学びたかったから

学校からのすすめで

就職活動に活かすため

就職活動を行っている最中で，インハウスローヤーも選択肢としているため，一度きちんとお話を伺いたいと思いました

インハウスローヤーの実情，具体的な話を交えて聞きたかったため

今，将来のキャリアについて迷いがあるが，仮に企業就職をすることを考えた場合，準備の仕方についての大まかなイメージが掴めれば良い
なと思い，参加させていただきました。また，仮に法律事務所に就職するとしても，本ガイダンスの内容を参考にさせていただきたいと思い，参
加させていただきました

企業内弁護士という働き方に興味を持ったので

インハウスの就職について様々な情報を聞きたかった

就職活動の経験が乏しく，本ガイダンスで少しでもノウハウを得たいと考え参加させていただきました

企業への就職を考えているため。ガイダンスの内容について勉強していなかったため。

企業での就職に興味があるため

視野を広げるため

これまで知らなかった企業内弁護士としてのあり方，魅力を感じてみたかったから

インハウスローヤーの就職活動について情報を集めたかったから

資料６

38 / 138



■67期司法修習生

■弁護士

２ 企業内弁護士として働くことに興味をお持ちになった理由についてご記載ください

履歴書の書き方や面接についてはあらゆる面で使い回すことができ，なかなかイメージしづらい企業法務についての具体的な中身を知りた
かったため

企業内弁護士も選択肢の一つだから

インハウスに興味があり，インハウスの就職事情を詳しく聞きたかったから

就職活動の経験がなく，今後のキャリア形成（企業就活のみならず，弁護士事務所への就活，転職活動）において活かせる知識を学んでおく
チャンスと思ったから

インハウスに興味があるため

企業内で働くことに興味があったため

企業内弁護士の就職活動について悩んでいたから

企業内弁護士として働くイメージが掴めていなかったのでどのようなものか知りたかったため

ガイダンスの内容に強くひかれました

履歴書や面接について学びたいから

法律事務所の就職活動にも役立つと書いてあったので

インハウスを選択肢の１つとして考えているから

企業法務部門での仕事に従来から興味を持っていたため

進路決定に向けた情報収集のため

企業内での職務に興味があるから。書類の書き方等につき確認したいから

就職活動をしたことがないので，大学生ができることが修習生にはできないと思われるのはいやだったから

企業内弁護士として働く予定であるから

企業内弁護士に興味を持ったため

企業への転職を考えている

現在の事務所に対し不満があり，異動等も検討している。その中で，企業も選択肢としてあるため，参加しました

自らもインハウスローヤーであり，司法修習委員会に所属していることから，インハウスに興味のある修習生の様子を見たかった

将来的に企業に就職することも検討しており，就職活動を行う際，役立つと考えたため

■68期司法修習予定者

友人がインハウスローヤーとして働いていて話をよく聞いていたので

キャリアの考え方のヒントが欲しいため

大学院の授業で企業法務について学んだ際，法的視点だけでなく，企業経営の視点をも要求されたことが新鮮でした

企業法務，海外法務に広く携わりたいと考えたため

事務所への就職が困難な時代のため

履歴書の書き方や面接などのガイダンスを聞くための参加であったため，参加時点で特に興味はなかった

選択肢の１つとして企業内弁護士とは何かを知りたくなった

ロースクールの授業で，インハウスローヤーの先生方によるオムニバス形式の授業があり，そこから関心を持ちました

弁護士である一方で，組織の一員（サラリーマン・会社員）として，社会にどのように貢献できるのかを知りたかった

予防法務に興味があるため

以前会社員として働いていたため，企業内のリーガルサポートに興味があったから

企業の経営戦略に密接に関わる分野で働きたいという気持ちがあった

事務所での働き方（基本的には個人で対応可能）と比較して，組織として働く法務部員としての生き方の方が自分には合っている（楽しい）と考えたため

外部からではなく，当事者として事件に関わることの面白さを感じたため

法律による事業の全面的サポートが大きなモチベーションになりそうだから

ジェネラルに色々やれるから

安定していそうだから

法科大学院時代にセミナーを受けたから

日本の企業にはまだロイヤーをおくことが一般的ではなく，フロンティアがあると感じたから

当事者として活動することは，弁護人としての役割とは違った面白みがあると考えたから

インハウスで経験を積んだ上でそこでの経験をもとにビジネスサイドへの進出をしたいと考えているから

企業法務についての科目がロースクールにあり，それを履修したところ，これまでイメージしていた紛争解決を主とする弁護士という仕事では
なく，紛争予防を主とする仕事であることを知り，新しい選択肢として考えるようになり，興味を持った

ビジネスをやりたかったから

ローで独禁法を勉強し，これを活かせる場所の１つと思ったから

ビジネスパートナーとしての法曹のあり方に興味を持ったから

エクスターンシップで企業の法務部で研修させていただき，興味がわいた

将来的に独立するとしても，企業がどのような考えをもとに活動しているのかを知っていることは有意義であると考えたため

法律のみならずビジネスを含めた法的アドバイスをする仕事をしたいと思いました

先輩の講演など
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大学時代の講義がきっかけです

働く制度が万全であること

会社経営に興味があったため

法曹三者の就職，任官が難しくなっているので，新たな選択肢として関心があった

法律家として働くよりも，ビジネスマンとして働く方が自分の性格に向いており，また，ビジネス自体に興味があるので，インハウスとして働くこ
とに興味を持ちました

OB，OG訪問をさせていただき，業務内容に興味を持てた。かつ，ワークライフバランスのとれた働き方にも魅力を感じた

福利厚生がしっかりしていると思われるから

組織人，チームプレーが面白そうに感じたから

企業の法務という大きな案件に関わることが面白そうだと感じた

法律事務所への就職が困難となりつつある一方，企業が弁護士を採用するということが増えていると伺ったため

経済的に安定していると考えたため

自己のキャリアデザインとして，企業の事業活動に対して法的側面からアプローチすることに関心があること，チーム（組織）で仕事をすること
にやりがいを感じるため

１つの案件について深く関われるという印象があるので

今年企業の夏採用を受けたことによって，企業の仕事内容に興味を抱いたため

結局やりたいことが渉外取引なので，弁護士事務所にこだわる必要がないと気付いたため

法律事務所の現実と，自分の働く姿がイメージできないことを思い知ったからです

一般の弁護士と異なり，多人数が関与するビジネスに主体的に関与でき，特別な達成感を味わえるのではないかと考えたため

具体的な案件に深く関わることができる点に魅力を感じたため

新たな選択肢として

先輩で企業内弁護士として働かれている方からお話を伺う機会があったため

社会人としての経験から，コンプライアンスに興味を持ちました

女性の働きやすさ

インハウスローヤーとして活躍しておられる方にお話を伺ったことがあり，興味を持ちました

労働事件に興味があり，企業側に立つことによって，労働条件の改善につながることもあると考えたため，企業内で働く事にも興味を持ちまし
た。また，企業の勤務条件，待遇等にも興味があります

キャリアを考える上で，自分をどのように差別化を図るべきかということを大事にしてきた。その上で，企業内で働くことでビジネスに長けること
は１つの選択肢だと考えた

福利厚生の整っている環境で働きたいと思っているため

自分に何が向いているかまだ分からないため，色々な話を聞きたいと思ったため

新しいフィールドを求めた

自動車が好きで，製造業に何らかの形で関わりたいと考えているため

安定性

様々な選択肢を探ってみたいと思ったから

様々な働き方を知り，幅を広げたかったから

幅広い業務について知っておきたかったから

先生や友人の話を聞いて

ビジネスの現場を知らずして，本当の意味での企業法務は成り立たないと考えたからです

企業の経営にダイレクトに関われることが魅力に感じたから

ワークライフバランスがとりやすく，女性として働きやすい点に興味を持ちました

安定収入。弁護士事務所への就職が難しいかもしれないから，その代打として

新しい職域であり，将来あらゆる可能性がある働き方であると感じているため

イメージとして，結果を予測した予防的観点で業務を行うことが多いと思います。そのような点で，今まで学んだ有事の事態の対処法をどう予
防法務に活かすかということに興味があります

67期修習生である先輩が，企業内弁護士の話をしていたこと。弁護士数が増えた現代において，企業の従業員として企業に役立つ弁護士と
いう働き方も良いと考えた

司法試験を目指した最初からビジネスをしたかった

企業での勤務経験を通して，弁護士へのアクセスが悪いことに問題を感じたからです

企業人としての働き方に興味を持った

就職難の時代ゆえ

今回のイベントで知りました

多くの女性弁護士が企業内で働かれていると聞いたため

法律事務所と違って福利厚生がしっかりしていて長く働くことができると思った

大学時代の講義がきっかけです

労働環境が事務所よりも良いから

自分が，弁護士として何のためにどのように働くべきなのかがまだ決まっていないため，企業内弁護士に興味を持ちました

事務所の就職難なので

就職難のため，進路の一つとして考えるようになったため

労働事件の予防に興味があり，そこから企業法務に関わってみたいと考えるようになった

弁護士事務所以外の働き方，選択肢を知りたかったから

ビジネスに興味を持ったから

一度，企業の法務部でアルバイトをしていたことがあるため

安定性
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■67期司法修習生

■弁護士

３ 本ガイダンスに関する感想として，該当する数字１つに○を付けてください。

弁護士就職難から色々な進路を考えたいと思ったため

1つのビジネスの全体に関わることができると聞いたので

 長く腰を据えて働きたいと思ったから。会社の一員として当事者として意思決定に関わることができるという点に興味を持ったから

ワークライフバランス，福利厚生面で魅力を感じたため

ビジネスをする側に興味があるため

成長にともに関わりたいため

法律事務所よりも，強くビジネスに関与することができるから

法律事務所の将来性を感じなかったから

弁護士よりも，より専門性の高い事業に当初から携わることができると考えたから

大きなプロジェクトを作り上げる作業に参加してみたい（今が個人相手の事務所なので）。安定性。

ビジネスの現場に近いところでの仕事にも興味を持ったから

商学部出身であり，ビジネスに関する理解を深めるために，インハウスとして企業内で仕事をすることに魅力を感じた

組織で働くことにより，業務の幅が広がるから。組織の中で働くことにより，単独で弁護士として働くより，多くの人と連携して仕事を行うことが
でき，より仕事にやりがいを感じるから

良い

予防法務に興味があり，企業内でより詳細な情報をもとにリスク回避方法を提示したいと思ったから

知人の弁護士に選択肢の１つとして紹介いただいたため

近年，キャリアパスの１つとして広がりを見せているため

いわゆる法曹三者のみならず，幅広くキャリアプランを考えているため

企画段階からビジネスに参加することに興味を持ったため

スペシャリストよりゼネラリストとしての働き方が向いていると考えたから。法律事務所の仕事に魅力を感じなかったから。

80

51

3

0

134

上記選択肢を選んだ理由

■良い

履歴書・面接のやり方など，丁寧に解説していただき，大変分かり易かったです

就活生と企業ニーズとのギャップを認識でき，書類の改善点が見えてきたから

履歴書，面接，就職活動について具体的な内容だった

インハウスローヤーのイメージが今までよりも具体的になった

特定の事務所や企業ではなく，包括的な説明をしていただく機会はあまりないので，非常に勉強になりました

企業に就職するに当たり，情報が少ないので，とてもためになりました。

基礎的な履歴者の書き方から具体的な例まで教えていただいたので

様々な立場の人の意見が聞けたため。就職活動の具体的内容を聞くことができた

疑問点が質疑応答時に解決でき，収穫がありました

第二部はもちろん，第一部が大変参考になりました

外資と国内の違いや，３社のエージェントからの説明など，視野の広い説明が良かった

履歴書・面接の基礎を知ることができた とりあえず何をすべきかが分かった

68期予定 知らない知識がたくさんあったから

68期予定 履歴書の書き方といった基本的事項についてから説明があったのはありがたい

68期予定 企業への就職，そこでの業務内容，就職活動のポイントを詳しく知ることができたため

68期予定
就職活動をしたことがなかったので，履歴書の書き方や面接のノウハウを知ることができたのが良かった。また，企業が求め
ている能力についてイメージできた点も良かった

68期予定 履歴書の書き方につき，自己分析等参考になったから。また市場動向について知れたことも大変良かった

68期予定
実践的・示唆的な内容だった。経営へ，という積極的なアドバイスを含んでいて良かった。
10/1の会は，意識が低すぎる。

68期予定 履歴書の書き方のポイントを知ることができた

68期予定 ビジネスパーソンとしての需要が高く，適性は低いのではと感じた

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

あまり良くない

良くない

良い

まあ良い
良い

59.7%

まあ良い

38.1%

履歴書 面接の基礎を知ることができた。とりあえず何をすべきかが分かった68期予定
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本ガイダンス（書き方）がとても参考になった

講師の回答が簡潔

非常にためになりました

68期予定 具体例も交えて御説明くださり，具体的なイメージがわいた

短時間ながらポイントを押さえた講義になっていたため

第２部に具体的な例を聞くことができてありがった

履歴書の書き方について，かなり具体的に教えてくださったからです

より具体的なケースを交えて，イメージがわきやすい説明だったから

3名の方から別々の視点で語っていただけたため

実践的なお話が聞けて，大変参考になりました

企業内で働くことについて，入口から出口まで具体例を交えて説明をしていただき，大まかなイメージを掴むことができたと感
じたからです

パワーポイントがまとまっていた

書類で陥ることの多い点を多く指摘していただいた点が特に有意義でした

内容が具体的であったため

国内企業，外資双方の話が伺えて良かったです

アドバイスが具体的で，明日からの就職活動に活かせると思いました

自分の知りたい知識を得られたから

国内企業，外資系企業の違いをよく理解できた

基本的なことから，現状，キャリアプランまで知ることができたからです

具体的な話を聞けたから

第1部の講演で，履歴書の書き方，面接での注意事項を確認できて，これからの就職活動の参考となったからです

分かり易く事例を交えて説明してくださった

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

実情を知ることができた。また，企業が求めている人材についてイメージを持つことができた

企業内弁護士のメリット・デメリット両面について把握できたので。特に，企業内→事務所のルートが意外と可能であると知
れ，大変参考になりました。

今までいくつか説明会に参加しましたが，ここまでノウハウを丁寧に説明されたことはなかった

企業内弁護士としての姿勢や求められているものがよく分かりました。また，必要以上に構えずに，自分の人となりを知って
もらうためのノウハウが掴めました

講演内容が分かりやすく，興味深かった。履歴書，面接のノウハウが具体的で分かり易かったため

就職活動の経験がないので，履歴書の書き方や面接時の注意点等，とても参考になった

基本的な作法に加えて，企業の現状を知ることができたため

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

68期予定

■まあ良い

68期予定 もう少し具体的な話を聞きたかったと思いました

68期予定 ３人のお話を伺えて，多角的な意見をお聞きできたのが良かったです

68期予定 全体的には分かり易く良かった。もう少し，具体的に，弁護士資格を持つ方のお話を聞きたかった（イメージがしにくい）

68期予定 内容は良かったと思いますが，できれば企業内弁護士として働いている方にお話を伺いたかったです

68期予定 山口さん，加賀美さんの話が一般的なことが多かった。水谷さんの話はためになった。

68期予定 質問できたので

68期予定
中身は良かったが，個々の講演者の時間が短く，具体的な話がさして多くなかった。質疑応答でぐだぐだしてしまうのであれ
ば，講演時間を延ばすか，帰らせてほしい。

68期予定 法曹有資格者と資格を有していない者との違いをもっと知りたかった

67期修習生 知らなかったことを色々知ることができたから

67期修習生 今後のキャリア形成に参考になった

弁護士 企業への就職についての大体のイメージが掴めた

弁護士
具体的な選考基準や，エージェントの視点からのポイントが知れて，就職活動に対するコツが掴める良い内容だったように思
う

弁護士

・履歴書の書き方，面接の方法など，基本的であるにも関わらず，きちんと対応しきれていなかった点を確認することができ
た
・また，企業側が求めていること（利益に貢献できる人材が欲しいなど）がよく分かり，就職活動の際に気を付けなければなら
ないと思った

68期予定 加賀美さん，山口さんの話は分かり易くとても良かったです

68期予定
外資と国内系企業それぞれの特徴を分かり易く説明していただけたので，イメージを掴むことができた。また，就職活動にと
どまらず，キャリアパスに触れていただけたので選択の材料が増えた

68期予定 勉強になる点が多々ありました

67期修習生 具体的事例が分かり易かった

68期予定 説明が分かり易かった

68期予定 転職エージェントの方から経験に基づく具体的なお話を聞けたため

68期予定 説明が明快であったため

68期予定 知りたい情報が聞けた

68期予定 就職に必要な情報を分かり易く伝えていただいたため

68期予定 履歴書の書き方，面接の対応等は知っていそうで実は知らない内容を含んでいた

68期予定 一番興味があった履歴書・面接について深く話をしていただけたから
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■あまり良くない

弁護士 企業について情報のない中で話を聞くことができた

68期予定
内容が抽象的ではあったが，履歴書の書き方，面接での表現力について知れて良かった。他方，それ以外の内容は，抽象
的であって，企業内弁護士のイメージが持てなかった

68期予定 面接の話は役に立ちそうです

68期予定 新たな情報もいくつか得られたから

67期修習生
一般的な話しか聞けなかったという印象が否定出来ない点がマイナスの部分です。ただ，自分の誤りにも気付けたので，勉
強になりました

弁護士
企業の視点を意識した就職活動ということが分かって参考になりました。また，国内企業，外資企業の特徴を踏まえたお話も
していただけて良かったと思います

68期予定
履歴書の書き方，面接のノウハウは本で読む内容と代わらないが，弁護士，法律家に焦点を当てた部分の内容は参考に
なった

68期予定 企業側が欲する人材のイメージが掴めた

68期予定
インハウスとして働くことについて，就職，実際の業務，その後のキャリアについてまで横断的に話していただきましたが，概
括的すぎて，具体的イメージが掴めませんでした

68期予定 時間が短く，内容が薄かった

68期予定 今までとは違う動機が出てきたから

68期予定 企業内弁護士の就職について，キャリアアップについて話が聞けて良かった

68期予定 実際にインハウスとして活躍されている方のお話も聞きたかったです

68期予定
企業内弁護士として働くことについて全くイメージを持っていなかったので，そのイメージを持つことを通じて，事務所で弁護
士として働くことはどういうことかをより深く考えることができて良かった

68期予定 企業が求めている人材などが少し理解できた

68期予定 履歴書の書き方，面接対応についてためになったから。企業内弁護士のイメージを少しはすることができたから。

68期予定 必要な能力，就職活動についてのノウハウ等，余すことなく企業内弁護士のことについて知ることができた

68期予定
企業就活をする上での戦略や求める人材等の注意点は具体的に知れた。キャリアを選ぶ上でのリスクの面などももう少し詳
しく聞ければ良かった

68期予定 具体的で，すぐにでも利用できるような話があった

68期予定 外資の方もいらした

68期予定 具体例を交えた説明が良かった

68期予定 途中，横文字が多くて分かりにくいところもあった。会場が明るく，パワーポイント画面が見辛かった

４

■68期司法修習予定者

どの企業であればどういう業務に関わることができるか，どの分野が熱いか等の企業研究，業界研究の仕方，ヒント

具体的な業務

業界別の情報

実際に，企業内弁護士として働かれている方の講演等の開催を希望します

実際企業内弁護士として働かれている方のお話を直接聞きたい

具体的な採用スケジュールや就職活動モデルを提示してほしい

企業リサーチの方法やツールについて教えていただきたい

キャリアパスの多様性やその困難，エピソードについて

実際に企業内弁護士として働いている方の話も聞いてみたかった

戦略法務を顧問弁護士のスタイルで行うことは不可能なのか

企業内でのキャリアアップについて

業種毎にインハウスの役割が異なると思うので，詳しい話を聞いてみたい

企業研究についても深く解説してくださる企画があれば是非参加したいです

実際に企業内で働いていらっしゃる何人かの弁護士の先生のお話を聞きたいです

企業内弁護士に関し，今後さらにお知りになりたいテーマや，開催を希望するイベント等があればご記載くださ
い。

実際に求人情報を探し，見つけることも簡単ではないので，合同の説明会などがより充実すれば良いと思いました。三会合同説明会もありま
すが，事務所とも合同なので，全て回りきるのが難しいため

企業内弁護士の方と交流できるイベントの開催を希望します

業界研究，特に法曹として求められるスキルで重視されるものが何かを，業界毎に整理して教えていただけるような場があれば幸いです

業界研究

68期予定 キャリアパス上，ネガティブな情報も盛り込んでほしかった。４大等からのキャリアパス等の情報は，汎用性があまり高くない

68期予定 あまり心に響くフレーズが少なかった

弁護士 イベント自体を，新卒向けと転職者向けに分けた方が良かった

面接等の練習

必ずしも大学時代に就職活動をしているというわけではないので，就職活動のゼロから，例えば企業の選び方等から教えていただければあ
りがたかったと思います。
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■67期司法修習生

■弁護士

５ 企業内弁護士として働くことに興味をお持ちですか。該当する数字１つに○を付けてください。

30

90

7

4

131

現時点では興味はない

現在企業内弁護士をされていたり，企業から法律事務所に戻った方の経験をお聞きしてみたいです

複数企業合同説明会

 ・新卒でインハウスで働き，後に事務所で働くというケースの具体的な話ももう少しお聞きしたいです・企業の方からのお話

必要とされるスキル，その具体的な磨き方についてのセミナー

企業内弁護士として活動する上で注意すべきこと（弁護士法等との関係など）

インハウスになった後のキャリアパス（GC，事務所への転職，留学）について，様々な事例を紹介するようなセミナーを聞きたい

大変興味がある

選択肢の１つとして考えている

あまり興味はない

どのような業界にどれくらいの弁護士が就職しているのか，企業内弁護士となった後にどのようなキャリアを歩んでいくかなど（何年目で転職
が多い，企業に居続けることが多い，事務所に移籍が多いなど），企業内弁護士についてより詳しい情報を提供していただける機会があると
幸いです

実際にインハウスの弁護士の話を直接聞いてみたい

企業側が欲する人材について，他の多くの企業からも聞いてみたい

時期による就職活動の動き方

実際に企業内弁護士として御活躍されている方の講演（職務内容，就職活動体験等）

大変興

味あり

22.9%

選択肢

の１つ

68.7%

６

43

89

132

７

80

50

2

132

参加した

参加していない

登録していない

ナビを知らない

登録している

弁護士・修習生求人システム「ひまわり求人求職ナビ」に求職情報を登録されていますか。該当する数字１つに
○を付けてください。

１０月１日（水）東京三会主催「企業内弁護士を目指す司法試験合格者向けセミナー」に参加されましたか。該
当する数字１つに○を付けてください。

参加した

32.6%

参加して

いない

67.4%

登録して

いる

60.6%

登録して

いない

37.9%
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第68期司法修習生等東京三弁護士会就職合同説明会第68期司法修習生等東京三弁護士会就職合同説明会
実施報告書

201４年11月
事業戦略部 添田 健吾

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

概要／参加事務所・企業数／来場数

【開催概要】

■日時：平成26年10月13日（月） 11：00～16:30

■会場：東京流通センター 第一展示場2階 A～Dホール

【参加事務所 企業数】【参加事務所・企業数】

■事務所：54（昨年度48）

※当日不参加2事務所を含まず

■企業数：38（昨年度35）

※前日キャンセル1社を含まず

■弁護士会数：7■弁護士会数：7

全99ブース（相談ブース除く）

【来場数】

■事前予約：1,008名（昨年度1,093名）

■来場数：849名（昨年度941名）

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

2
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来場者アンケート

【アンケート集計】

■アンケート内容：別資料参照

■アンケート回収数：680件

[分類名]
0 1%

Q.1 来場者の属性 Q.2 説明会の感想

67期
3%

0.1%

普通
11%

[分類名]
0.1%

[分類名]
0.1%

未記入
2%

68期
97%

役に立った
87%

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

3

来場者アンケート

平均4.5ブース訪問 平均1.6ブース訪問

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

4平均0.7ブース訪問
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来場者アンケート

Q.6 就職先の希望について

どちらかと言えば企業

就職 た
どちらとも決まってい

企業に就職したい
2%

に就職したい
5%

どちらとも決まってい

ない 15%

法務事務所に就職し

たい
56%

どちらかといえば法務

事務所に就職したい
22%

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

5

来場者アンケート

平均書類提出事業所数 8 8平均書類提出事業所数 8.8
平均書類提出企業数 2.1

平均訪問事業所 2.7
平均訪問企業数 1.5

平均訪問事業所 5.4

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

6

平均訪問事業所
平均訪問企業数 1.6
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参加事務所／企業アンケート

事務所事務所

企業

※期待外れの理由は

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

7

※期待外れの理由は、
「来場人数」「面談数」
「事務所との同時開催」

参加事務所／企業アンケート

事務所事務所
【Q1 具体的なコメント】
・面接の機会を作ることができた。

沢山の方に参加していただき 当事務所を知 ていただく良い機会になりました・沢山の方に参加していただき、当事務所を知っていただく良い機会になりました。

・意欲的な修習生が参加するので。

・直接話す機会があり、修習生がどのようなことに興味を持っているか知ることができた。

修習生の雰囲気を肌で感じられた・修習生の雰囲気を肌で感じられた。

・多数の求職者と実際に会えるのは有益だった。

・数多くの修習生に会えた。

・日頃接点のない 東京在住の方と接点を持つことができた

企業

・日頃接点のない、東京在住の方と接点を持つことができた。

【Q1 具体的なコメント】【Q1 具体的なコメント】
・多くの方に当社を知ってもらえた

・台風等の影響で集客数が少なかった。（昨年より）

・当行に興味関心のある方々に効率よく当行の説明ができた。

・一人しか来なかった

・法律事務所希望の人が多かった。

・修習生の生の声が聞けて良かった当行に興味関心のある方々に効率よく当行の説明ができた。

・多くの司法修習生と面談できたため。

・法律事務所と同時開催では、一般企業は応募者が少ない

・一定人数の修習生に対し、企業説明を行い、ES提出を頂けた。

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

8

定 数 修習 対 、 業説明を行 、 提出を頂け 。

・インハウスロイヤーに興味のある修習生と数多く話ができた。

・直接話をすることにより、修習生の気になっている点などが分かり参考になった。
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参加事務所／企業アンケート

事務所事務所

企業

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

9

参加事務所／企業アンケート

事務所事務所

Q6‐1.過去の説明会参加実績 Q6‐2.参加後のその後の経過

25

17

昨年参加

一昨年参加

それ以前参加

16

1

その後内定した

途中まで連絡をとった

17

16

1

それ以前参加

初めて

無記入

3

5

連絡を取っていない

無記入

（内定は16事務所回答で約32名）

企業

Q6 1 過去の説明会参加実績 Q6 2 参加後のその後の経過

（内定は16事務所回答で約32名）

23昨年参加

Q6‐1.過去の説明会参加実績

19その後内定した

Q6‐2.参加後のその後の経過

15

10

9

一昨年参加

それ以前参加

初めて

2

2

途中まで連絡を

とった

採用しなかった

（C） Gakujo Co., Ltd. All Rights Reserved.

10

9初めて

（内定は18社回答で約36名）
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Doyukai Report ■■■■

15 2014 / 10  keizai doyu

　法的問題に柔軟に対応できる
　ゼネラリストを育成する

開会に当たり冨山委員長は、「当PT
では、従来の『法務』の枠にとらわれず、
広い意味で企業競争力を高める法曹人
材を積極活用すべきとして、今年5月
に『社会のニーズに質・量の両面から
応える法曹の育成を』を提言した。法
曹採用企業、法曹関係者の双方の話を
伺うことで、法曹採用に対する関心を
高めていただきたい」と述べた。
続いて同PT委員で、長年法務部門
に携わってきた稲垣泰弘小松製作所執
行役員より、企業における弁護士活用
の実例報告が行われた。同社では約30
人の法務職社員を抱え、うち9人が法曹
有資格者である。しかし、同社の企業
法務では資格が必須となる業務は行っ
ていないという。
「われわれは純粋な法律の専門家を求
めているわけではなく、法律知識はあ
くまで、ビジネスに必要な一要素にす
ぎない。有資格者であってもそうでな
くても、優れたビジネス感覚を持ち、
法律以外の分野にも興味を持って成長
できることが、最も重要な採用基準で
あり、育成方針でもある」と説明した。
同社では、国内子会社の法務関連業
務を一手に掌握しており、本社法務部
門には年間約1,500件に上るさまざまな

相談が寄せられる。「われわれとしては、
各社からの相談の間口を広げ、かつ各
社にコンプライアンスの徹底を促す啓
発活動を行っていくことが、最も重要な
ミッションだと考えている」と述べた。
一方、訴訟事案はグループ全体では
国内外合計で年間約70件、国内では
2、3件で推移しており、すべて外部の
弁護士にアウトソーシングしている。
「なぜ有資格者の採用を始めたかとい
うと、法学部出身の大卒の学生が集ま
らないことがきっかけだった。新司法
試験合格者の就職難もあり、有資格者
の採用に舵を切ったところ、たくさん
の応募があった。入社した弁護士にも、
一般社員の方と同じ条件、同じ方針で
採用・育成を行っている。企業が抱え
る法律問題への対応は、柔軟で、選択
の幅の広いものでなければならないと
自社では考えている。よって、専門知
識や順法精神だけでなく、個別問題に
対してビジネス的にも倫理的にも、妥
当な結論を出していけるゼネラリスト
に育てていきたいと考えている」と
語った。

企業内弁護士の務めは
企業利益の最大化

その後、日本弁護士連合会より、企
業内弁護士による業務実例報告、なら
びに弁護士に関する制度・待遇・採用

等に関する情報提供が行われた。
同会委員で共栄火災海上保険の藤本
和也弁護士は、同社内での自らの活動
内容を紹介。組織内調整、経営陣への
助言が中心業務である一方、保険会社
という業態上、訴訟代理人として出廷
することもあるという。「われわれ企業
内弁護士の務めは、法的リスクの適切
なコントロールを通じた企業利益の最
大化である」と話した。また、第一東京
弁護士会が作成した『企業内弁護士雇
用の手引き』も紹介した。
吉岡毅日本弁護士連合会事務次長か
らは、弁護士採用全般における制度等
の説明があった。2013年時点で企業内
弁護士が全国で1,000人を超えたこと、
企業内弁護士の給与基準を一般社員と
同等とする企業が多いこと等の現状を
紹介した。また、弁護士が弁護士登録
を続ける上では、弁護士会費の納入、
研修の受講、公益活動への参加が必要
であり、弁護士採用を検討する企業へ
の理解を求めた。

■提言「社会のニーズに質・量の両面から応える法曹の育成を」については、http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2014/140509b.html

 企業内で活躍する弁護士とは
 弁護士採用に関する
 情報提供会を開催
司法制度改革検討PT（冨山和彦委員長）は、企業内
弁護士を採用する企業の法務・人事担当者、および日
本弁護士連合会の関係者を招き、弁護士採用に関す
る情報提供会を開催した。企業内弁護士採用のメリッ
トとは何か、企業はどのようにして弁護士を採用すれば
よいのか。関係当事者から現状が提示された。

司法制度改革検討PT 9月10日開催

弁護士採用についてのお問い合わせ先
日本弁護士連合会業務部業務第三課
TEL 03-3580-9838
【E-MAIL】

　himawari-navi@nichibenren.or.jp
【ご参考】

　日弁連 ひまわり求人求職ナビ
　https://www.bengoshikai.jp/
　kyujin/link.php
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企業内弁護士 最前線（全８回）
日本弁護士連合会主催 企業内弁護士研修会

日弁連は，各社で活動する若手の企業内弁護士に向けて，研修会を開催します。
講師は，業種やキャリアも多様な，第一線で活躍されている現役の企業内弁護士で，テーマも毎回

２０１４年11月7日（金）１８時３０分～２０時３０分
弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

※無料・事前申込制第４回第４回

異なります。２０１５年４月まで，全８回の研修を予定しています。奮って御参加ください！

弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

講師：片岡 詳子（株式会社ユー・エス・ジェイ 法務部長）

■第４回講師：片岡 詳子弁護士（略歴）

1998年4月～2000年3月 弁護士登録 北野幸一法律事務所1998年4月～2000年3月 弁護士登録，北野幸一法律事務所

2000年4月～2001年9月 法律事務所Do SOLO!パートナー

2001年10月～2007年10月 パナソニック株式会社法務本部

2007年11月～2012年10月 株式会社ファーストリテイリング法務部リーダー

2012年11月～現在 株式会社ユー・エス・ジェイ法務部長

片岡弁護士は，弁護士登録後，法律事務所勤務を経て，パナソニック株式会社に入社されました。そ
の後，ファーストリテイリングの法務部リーダーを経て，現在はユー・エス・ジェイ法務部長を務めら

れています ２０１０年から２年間 日本組織内弁護士協会の理事長も務められており 様々な業種れています。２０１０年から２年間，日本組織内弁護士協会の理事長も務められており，様々な業種・
立場を経験された視点で，今回は，主として新人インハウス向けにお話しいただきます。

■第４回テーマ ※全８回の研修会の内容はそれぞれ独立しており，連続講座ではありません。

・インハウスのキャリアパス（社内/転職）について考える
・インハウスの基礎知識「契約審査」について考える
・インハウスの基礎体力「コンプライアンス」について考える

実務に直結実務に直結する研修だった。具体的ノウハウ具体的ノウハウが実例実例に基づいていた。

企業内弁護士としての心構えや意識の持ち方心構えや意識の持ち方がよく分かった

■研修会後のアンケート寄せられた声

お問い合わせ：日本弁護士連合会業務部業務第三課 TEL 03-3580-9838
Web申込フォーム：https://qooker.jp/Q/auto/ja/inhousefrontline/1107/ 

現状に満足することなく危機感をもって将来のあり方将来のあり方を考えることを意識させてくれた

異業種の法務部門の仕事の状況・方針異業種の法務部門の仕事の状況・方針について知る大変有意義な機会だった

所定の申込用紙（裏面）またはWebにてお申し込みください。
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企業内弁護士 最前線（全８回）
日本弁護士連合会主催 企業内弁護士研修会

【申込用紙】FAX送付先：03-3580-9888
Webからもお申し込みいただけます。https://qooker.jp/Q/auto/ja/inhousefrontline/1107/ 

企業内弁護士 最前線（全８回）

２０１４年11月7日（金）１８時３０分～２０時３０分
弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

※無料・事前申込制第４回第４回

弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

講師：片岡 詳子（株式会社ユー・エス・ジェイ 法務部長）

各弁護士会でも受講可能（テレビ会議配信）※お早めに日弁連にお申し込みください。

申込期限：１１月５日（水） ／ 定員（東京会場）：５０名［先着順］

□ 東京会場での参加を希望する
□ 弁護士会会場での参加を希望する（テレビ会議配信）

→希望会場（ 弁護士会 支部）

※今回は，新人企業内弁護士を念頭においた講義になります。

登録番号

お名前(ふりがな)

所属弁護士会所属弁護士会

所属企業／団体

※研修会や企業内弁護士に関するセミナー等をメールでご案内しています。よろしければメールアドレス
を御記入ください（既に届け出ていただいている方は結構です。）。

メールアドレス

※内容が具体的な体験談等に及ぶ可能性があるため録音，録画は御遠慮願います。
※御提供いただいた個人情報は，日本弁護士連合会のプライバシーポリシーに従い厳重に管理いたします。また，この個人情報に基
づき，日本弁護士連合会又は日本弁護士連合会が委託した第三者から，シンポジウム等のイベントの開催案内，書籍の御案内その他
当連合会が有益であると判断する情報を御案内させていただくことがあります。なお，個人情報は，統計的に処理・分析し，その結
果を個人が特定されないような状態で公表することがあります。

また，当連合会では，本研修会の内容を記録し，成果普及に利用するため，会場での写真撮影を行っております。撮影をされたく
ない方は，当日，担当者にお申し出ください。

お問い合わせ：日本弁護士連合会業務部業務第三課 TEL 03-3580-9838
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名
名

※

修習期 所属弁護士会 性別 所属先 現所属先勤務経験 受講回数

1 15 18 29 21 20

1 6 17 1 11 8

2 3 0 2 3 6

7 1 2 0 1

3 9 1 0

5 1

1 0

15

0

１ 本日の研修についての感想をお聞かせください。

良かった点
■企業/団体所属

企業内弁護士研修会【企業内弁護士 最前線④】（11/7）アンケート集計

65
35 （回答率） 53.85%

回答者の属性

66期

初めて

2回目

57期

60期

61期

62期

63期

64期

65期 未回答

1年目

2～4年目

5～10年目

11年以上

未回答

男性

女性

3回目

4回目

企業/団体

官公庁

経験年数

1年目

感想

３つの異なる会社で勤務された経験を比較されていた点

2014/11/11
【参加者数】
【回答者数】

未回答

東京

第一東京

第二東京

静岡県

大阪

鹿児島県

地方公共団体

法律事務所

未回答

その他

61期

5.7%

62期

20.0%

63期

8.6%
64期

14.3%
65期

2.9%

66期

42.9% 東京

42.9%

第一

東京

17.1%

第二

東京

8.6%

大阪

25.7%
男性

51.4%

女性

48.6% 企業/

団体

82.9%

1年目

60.0%

2～4

年目

31.4%

5～10

年目

8.6%

初めて

57.1%2回目

22.9%

3回目

17.1%

1年目
とても良かった。企業に入ったばかりの自分にとって，インハウスとしての目の付けどころ，腕をふるうべきところがよく分かっ
た。わざとらしいプレゼンテーションではなく，本当に中身があった。

1年目 契約書のレクチャーが大変役に立ちました

2～4年目 キャリアパスなど具体的な話を聞けて良かった

2～4年目
・キャリアパスの考え方がとても参考になった。
・業務効率化（契約書審査業務）は早速取り組みたいと思う。

2～4年目 経験に裏打ちされた話だった。

2～4年目 契約審査業務についての内容が，特に興味深かったです

2～4年目 転職のお話は，経験に基づくもので参考になりました。また，契約書検討のヒントも得られて勉強になりました。

分かり易かった

コンプライアンスについて

キャリア・契約書・コンプライアンスとテーマがそれぞれ興味のある部分で，非常に気付きも多く，すごく良かった。

1年目

1年目

1年目

1年目

1年目

1年目

1年目

1年目

職場に他の弁護士がいないため，契約条項の解説がためになった。

キャリアパスのお話など，自分が気になっていたトピックスについて，経験談を含めた貴重なお話を聞けた点。

先生の御経験を具体的に伺えて，参考になりました（とりわけ，先生が転職時にどのようなお考えに基づいて行動されたかと
いう点）。

実践的な内容で，特に雛形については参考になりました。

視点が実務的で役立った

転職に関する具体的なポイントが有益だった。契約審査の着眼点も，今後忘れないようにしたい。

具体的な契約条項についても勉強できた点

講師の方の豊富な経験を踏まえて，中身の濃い内容でした。契約書のチェック等，実務に直結する点も勉強になりました。さ
らに，率直な意見や経験も伺えて，考えさせられました。

キャリアパスのイメージが分かり易かった。

企業に就職したものの，自分の選択が良かったのかどうかずっと悩んでいました。そのため，キャリアパスのお話を聞けたこ
とはとても参考になりました。

日頃悩んでいる点について参考となる話が聞けて良かった。

実感に満ちた内容だった。また，法律事務所も複数の企業も経験されている講師だったので，比較検討が興味深かった。

2～4年目 具体的に仕事をしている際の思考プロセスを話してもらえたのが良かった

1年目

1年目

1年目

1年目

1年目 他では学べないようなことを学ぶことができた

1年目

1年目

1年目

新人インハウス向けの内容構成でとても身に染みた。現在，まさに「契約屋」になりつつあり，業務の効率化に頭を悩ませて
いたので，御自身の経験を踏まえて契約業務をテーマにしていただいて良かった。

2～4年目

2～4年目 具体的に仕事をしている際の思考プロセスを話してもらえたのが良かった
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■法律事務所所属

改善すべき点

■企業/団体所属

２ この研修を何で知りましたか（複数回答可）

1 19

2 8

1年目

感想

訴訟をされていたとのことで，その話がもっとあっても良かった。

日弁連会員専用ページ

もっと話を聞きたかった（時間が短かった。）。

時間があればUSJの話も聞きたかった。

USJの業務のお話を聞く時間がなかった点。

実際の案件で面白かったものや，参考になるものがあれば紹介いただけるとありがたかった。

コンプライアンスをメインに聞きたかった

テレビ会議で雑音が多かった

弁護士会からのお知らせ

1年目

1年目

経験年数

5～10年目

2～4年目

2～4年目 契約書のチェックの実務がかなり実践的な内容で有益だった

2～4年目 新人向けに対象を特定しており，論旨が明快だった。

自身の契約書審査を見直すことができて有意義だった

・内容が非常に具体的で実践的だった。
・十分に教育を受けられない（可能性のある）新人インハウスに対する講師の気遣いが大変感じられる研修だった。

5～10年目 本音が聞けた点

5～10年目
・契約書審査の本音を聞くことができ大変有益だった
・転職も片岡さんならではのお話で参考になった

経験年数 感想

1年目 契約書の雛形に基づいてとても具体的で参考になりました。

2～4年目 具体的な話で非常に参考になりました

2～4年目 実際に取り扱った業務（３社）の特色ある話を聞きたかった。

1年目

1年目

1年目

1年目

2 8

3 12

4 10

5 2

３

1 1

2 0

3 1

4 0

1 18

2 19

3 6

4 20

5 4

6 5

7 1

8 8

9 1

10 20

11 5

語学

ＩＴ

キャリアの作り方

法律家としての基礎能力（法律調査，契約書作成，訴訟スキル）

専門分野（ビジネス関連法，ビジネス類型，外国法等）

組織内コミュニケーション

税務会計・財務

ビジネス文書作成

プレゼンテーション，ファシリテーションスキル

ビジネスマナー

ワークライフバランス

■ビジネススキル

■組織内弁護士としてのキャリア形成

４

日弁連会員専用ペ ジ

日本組織内弁護士協会からのお知らせ

その他

（現在，法律事務所に所属されている方対象）今回，企業内弁護士向けの研修を受講しようと思った理由につい
て，該当する数字すべてに○を付けてください。

企業内弁護士へのキャリアチェンジを検討しているた
め企業内弁護士との協働の仕方を考えるため

企業法務に関する知識等の強化のため

自由記載欄

（現在，企業／団体に所属されている方対象）企業内弁護士向けの研修会として，具体的に受講したい内容につ
いて，該当する数字すべてに○を付けてください。

日弁連からのメール案内（メールアドレス届出済）

※以下の設問は，本研修会に初めて参加した方のみ回答

■法律事務関係

11 5ワ クライフバランス
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12 2

13 6

14 4

自由記載

■企業／団体所属

1 14

2 9

3 0

4 3

7

3

■企業／団体所属

６
企業内弁護士に対して日弁連が実施すべき研修やセミナー，施策等に関するご意見がありましたらお聞かせくだ
さい。

経験年数 感想

1年目
・外部弁護士（顧問等）との役割分担
・適法性判断と妥当性判断
・法務自体が社内に作られて日が浅い場合，どう作り上げていくか

５
（現在，企業／団体に所属されている方対象）所属先の企業／団体で，弁護士・修習生求人求職システム「ひま
わり求人求職ナビ」を利用されたことがありますか

ある

利用していたかどうかわからない

（ナビを利用して）採用実績あり

（ナビを利用して）採用実績なし

総論（弁護士法，職務基本規程）

ない

「ひまわり求人求職ナビ」を知らない

2～4年目 社内調査（不適切会計処理，セクハラ，パワハラ等）の基本的なスキルについて取り上げていただけると助かります。

各論（個人事件の取扱い，訴訟代理，職務上請求等）

自由記載

1年目
インハウス向けの研修・セミナーは充実してきているが，やはり東京のみの開催が多い。テレビ会議ででも出たいもの（先日
の女性インハウスキャリアに関するもの）が情報として流れてきても出られないのが残念である。）

2～4年目 海外事業においての社内弁護士の役割

■弁護士倫理

■その他

ある

54%
ない

35%

経験年数 感想

1年目 雇用する企業が弁護士活動への理解が深まるようになる活動

1年目
グループ企業のインハウスについて（例：親会社のインハウスが，子会社が被告となった訴訟にどう関与するか。許可代理
は可能なのか。←東京簡裁の窓口「許可代理の申請は出せる。」「許可するかは裁判官次第」。某簡裁「子会社から委任状
をもらって，訴訟代理人弁護士として関与するとかですかねぇ」）

1年目 今回のような試みがとても良いと思います。次は，中小企業のインハウスの方のお話も聞きたいです。
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企業内弁護士 最前線（全８回）
日本弁護士連合会主催 企業内弁護士研修会

日弁連は，各社で活動する若手の企業内弁護士に向けて，研修会を開催します。
講師は，業種やキャリアも多様な，第一線で活躍されている現役の企業内弁護士で，テーマも毎回

２０１４年1２月８日（月）１８時３０分～２０時３０分
弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

※無料・事前申込制第５回第５回

異なります。２０１５年４月まで，全８回の研修を予定しています。奮って御参加ください！

弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

講師：芦原 一郎（チューリッヒ保険会社 ジェネラルカウンセル）

■第５回講師：芦原 一郎弁護士（略歴）
1995年 4月 弁護士登録（東京弁護士会・47期）

森綜合法律事務所（現 森 濱田松本法律事務所）森綜合法律事務所（現：森・濱田松本法律事務所）
1999年10月 アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）
2003年 5月 米国ボストン大学ロースクール 修了（LL.M）
2006年 5月 米ニューヨーク州 弁護士登録
2009年 6月 日本GE株式会社
2009年12月 みずほ証券株式会社
2013年 8月～現在 チューリッヒ保険／チューリッヒ生命 ジェネラルカウンセル

芦原弁護士は，東弁の民暴委員会と労働法委員会に所属されています。ロースクールでの授業のほか，芦原弁護士は，東弁の民暴委員会と労働法委員会に所属されています。ロ スク ルでの授業のほか，
若手企業内弁護士のための自主ゼミも主催されており，企業内弁護士の指導に定評があります。

※全８回の研修会の内容はそれぞれ独立しており，連続講座ではありません。
※企業内弁護士として数年の経験を有する方を念頭においた講義になります。

・『法務の技法』を著者自ら解説します（受講に必須ではありません）
・企業内弁護士の役割：ぶれないための軸を確認します
・企業内弁護士のノウハウ：リアルな使えるノウハウを学びます

■第５回テーマ

企業内弁護士のノウハウ リアルな使えるノウハウを学びます

実務に直結実務に直結する研修だった。具体的ノウハウ具体的ノウハウが実例実例に基づいていた。

企業内弁護士としての心構えや意識の持ち方心構えや意識の持ち方がよく分かった

現状に満足することなく危機感をもって将来のあり方将来のあり方を考えることを意識させてくれた

異業種の法務部門の仕事の状況 方針異業種の法務部門の仕事の状況 方針

■研修会後のアンケート寄せられた声

お問い合わせ：日本弁護士連合会業務部業務第三課 TEL 03-3580-9838
Web申込フォーム：https://qooker.jp/Q/auto/ja/inhousefrontline/1208/ 

異業種の法務部門の仕事の状況・方針異業種の法務部門の仕事の状況・方針について知る大変有意義な機会だった

所定の申込用紙（裏面）またはWebにてお申し込みください。

■今後の研修会（予定） ※いずれも時間は18:30～20:30
［第６回］1/23（金）真銅孝典弁護士，［第７回（大阪）］3/20（金）上田大輔弁護士，［第８回］４月中旬
■今後の研修会（予定） ※いずれも時間は18:30～20:30
［第６回］1/23（金）真銅孝典弁護士，［第７回（大阪）］3/20（金）上田大輔弁護士，［第８回］４月中旬
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企業内弁護士 最前線（全８回）
日本弁護士連合会主催 企業内弁護士研修会

【申込用紙】FAX送付先：03-3580-9888
Webからもお申し込みいただけます。https://qooker.jp/Q/auto/ja/inhousefrontline/1208/ 

企業内弁護士 最前線（全８回）

２０１４年12 月 8 日（月）１８時３０分～２０時３０分
弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

※無料・事前申込制第５回第５回

弁護士会館１７階１７０２会議室（弁護士会にテレビ会議配信）

講師：芦原 一郎（チューリッヒ保険会社 ジェネラルカウンセル）

各弁護士会でも受講可能（テレビ会議配信）※お早めに日弁連にお申し込みください。

申込期限：１２月４日（木） ／ 定員（東京会場）：５０名［先着順］

□ 東京会場での参加を希望する
□ 弁護士会会場での参加を希望する（テレビ会議配信）

→希望会場（ 弁護士会 支部）

※企業内弁護士として数年の経験を有する方を念頭においた講義になります。

登録番号

お名前(ふりがな)

所属弁護士会

所属企業／団体

※研修会や企業内弁護士に関するセミナー等をメールでご案内しています。よろしければメールアドレス
を御記入ください（既に届け出ていただいている方は結構です。）。

メールアドレス

※内容が具体的な体験談等に及ぶ可能性があるため録音，録画は御遠慮願います。
※御提供いただいた個人情報は，日本弁護士連合会のプライバシーポリシーに従い厳重に管理いたします。また，この個人情報に基
づき，日本弁護士連合会又は日本弁護士連合会が委託した第三者から，シンポジウム等のイベントの開催案内，書籍の御案内その他
当連合会が有益であると判断する情報を御案内させていただくことがあります。なお，個人情報は，統計的に処理・分析し，その結
果を個人が特定されないような状態で公表することがあります。

また，当連合会では，本研修会の内容を記録し，成果普及に利用するため，会場での写真撮影を行っております。撮影をされたく
ない方は，当日，担当者にお申し出ください。

お問い合わせ：日本弁護士連合会業務部業務第三課 TEL 03-3580-9838
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日本弁護士連合会会員向け e ラーニング 

 シリーズ「コーポレート・ガバナンスに関わる弁護士のための連続講座（基礎編） 

 ～社外役員・企業内弁護士等が押さえておくべき基礎知識」（全３回）講座紹介 

 

 

第１回 弁護士のための社外役員の実務                 ＜講義時間：２時間２分３９秒＞ 

講師：國廣正（第二東京弁護士会）                        

 多くの企業の社外役員や第三者委員会のメンバーを務め，弁護士としてコーポレート・ガ

バナンスの最前線にいる國廣正先生に，役員あるいは企業内弁護士としてのコーポレート・

ガバナンスの基礎知識をご教授頂きます。企業不祥事等多くの事例分析に始まり，「経営判断

の原則」のポイントからリスクベース・アプローチに至るまで，広くかつ深いご講義は，特

に社外役員となろうとする弁護士には，社外役員としての基本的視座を養成するために必須

の講座です。 

 1.企業の危機管理の失敗例から 

 2.社外役員に求められる企業不祥事の原因（真因）の理解 

 3.コンプライアンス、内部統制、コーポレートガバナンス（概念整理） 

 4.取締役の善管注意義務に関する「経営判断の原則」 

 5.リスクベース・アプローチについて 

 6.企業に対する社会的要請のダイナミズムとソフトロー 

 7.社外役員の実務 

 8.社外役員に求められる資質 

 

【第２回 会計・財務の基礎知識】                     ＜講義時間：２時間１６分１５秒＞ 

講師：西山茂（早稲田大学ビジネススクール教授）         

 会計・財務の知識は，企業の役員となる弁護士はもとより，企業内でコーポレート・ガバ

ナンスに関わる弁護士にとって必要であることは言うまでもありませんが，我々弁護士がそ

れを体系的に学ぶ機会は必ずしも多くありません。本講座では，役員あるいは企業内弁護士

として，最低限知っておくべき基礎知識として，決算データの読み方，財務比率分析の活用，

資本コストと資金調達のポイント，投資プロジェクトの評価，株主還元のポイントについて，

公認会計士の資格も保有していらっしゃる西山茂先生にご解説頂きます。 

 1.決算データの読み方_貸借対照表の読み方～（参考）企業のキャッシュの使用順序 

 2.決算データの読み方_損益計算書の読み方～決算データの読み方での注意点 

 3.財務比率分析の活用 

 4.資本コストと資金調達のポイント 

 5.投資プロジェクトの評価 

 6.株主還元のポイント 
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【第３回 監査の基礎知識】                            ＜講義時間：１時間３５分１０秒＞ 

講師：松井隆幸（青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授） 

 コーポレート・ガバナンスにおける監査の役割の重要性はいうまでもありませんが，通常

の弁護士業務の中で，監査について学ぶ機会はなかなか得難いものです。本講義では，会社

法上の大会社で，かつ上場会社を想定し，公認会計士監査および内部監査に関連する点に絞

り，社外役員や企業内弁護士として最低限知っておくべき基礎知識について， 監査論をご専

門とされている松井隆幸先生にご解説いただきます。 

 1.コーポレート･ガバナンスと監査 

 2.公認会計士監査の役割 

 3.公認会計士監査の実施プロセス 

 4.内部監査の役割 

 5.内部監査実施プロセス 

 6.監査役監査と公認会計士監査・内部監査の関係 

 7.公認会計士監査・内部監査の活用 

 

※各受講料は２，０００円です。 
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会 話 編 （ 全 ４ 回 ） 

 会話２ ミーティング   
   －外国人弁護士に外国の法律を尋ねる  

 国際会議で外国人弁護士と

コミュニケーションをとったり、

質疑応答を行う場面での会話

例を学びます。 

 

①自己紹介・日常会話をする 

②講師に質問する 

③会議後に情報交換をする 

 外国人弁護士に外国の法

律について尋ねたり、外国人か

ら法律相談を受ける場面での

会話例を学びます。 

 

①外国の離婚手続について 

  質問する 

②外国の養育費について 

  質問する 

③日本の離婚手続について  

  説明する 

 渉外業務への関心はあるものの、経験のない方や語学能力を向上させる必要がある

と考えている方等に向けた、渉外業務に役立つ実践的な英語力とコミュニケーションス

キルを向上させるための英会話ｅラーニング講座です（テンプル大学との共同制作）。 

 本講座を利用して、世界に通じる弁護士になるための一歩を踏み出しましょう！ 

 会話１ 国際会議でのネットワーキング   
    －海外の弁護士とつながる  

 会話３ 法律相談  
   －外国人依頼者の法律相談を受ける  

 

■相談の進行方法 

■意見を確認する際の表現  

■訴訟戦略を説明する際の表現 

           など…  

 

 

 日本国内で、外資系企業

の担当者と、法律相談や会

議を行う場面での会話例を

学びます。  

 

①日本の労働法について説明 

  をする  

②不当解雇についてアドバイス 

  をする 

③訴訟の進捗状況を報告し、 

  今後の対応を協議する 

 海外企業の担当者と、電

話会議やビデオ会議を用い

て打合せを行う場面での会

話例を学びます。  

 

①取引先の契約違反につい 

  て法律相談を受ける 

②競合禁止特約違反に 

  ついてビデオ会議をする 

③訴訟の進捗状況に関して 

  電話会議をする 

■海外から電話がかかってきた 

 際の受答え 

■法的見解を伝える際の表現 

■訴訟の進捗状況を報告する際 

 の表現       など… 

 会話４ 電話会議 
   －海外の企業と打ち合わせる 

全回無料 

  
■電話でのアドバイスの求め方  

■カジュアルなミーティングに  

 おける会話例  

■初回相談における会話例 

           など… 

ＰＯＩＮＴ！ 

ＰＯＩＮＴ！ ＰＯＩＮＴ！ 

 
■スモールトークの話題の選び方 

■講演内容の不明点について再度 

 説明を求める表現 

■名刺交換の流儀 

           など… 

ＰＯＩＮＴ！ 

実践英会話eラーニング講座 
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③ポスト解説 
 

 スキット１で見たフレー 

 ズや有用な言い回しを 

 チェック 

 

日本語字幕 

 表現やコミュニケーションの幅を広げましょう！  

 ・③ポスト解説と④スキット２（字幕なし）を繰り返し聴きましょう。ヒアリング力・語彙力を高め、表現の幅を広げます。 

 ・補助教材を活用してコミュニケーションの幅を広げましょう。  

 英語字幕・英文テキストを活用して繰り返し学習しましょう！  

 ・スキットパートでは、英語字幕を見ながら、会話内容を理解しましょう。 つまずいた時は一時停止し、日本語訳を確認しましょう。  

 ・会話内容を書き取り、英文テキストを利用して聴き取れないところをチェックしましょう。  

 ・会話を聴いて即座に復唱（シャドーイング）しましょう。  

■国際法曹団体会議への若手会員派遣 
  

若手会員の国際化支援として、参加費用（登録料、旅費）の一

部を補助します。海外の弁護士会・人権の最新状況・ビジネス

の最先端に接しつつトップクラスの法曹と国際交流できる絶好

のチャンスです。ぜひご応募ください。  

お問い合わせ：日本弁護士連合会 業務部業務第三課 TEL ０３－３５８０－９９２７ 

学んだ英語を活かそう！ 
～日弁連によるサポート制度のご案内～ 

 効果的な学習方法 

中 級 

上 級 

★いつでもどこでも     事務所・自宅のパソコンだけでなくiPhone・iPadでｅラーニングを視聴できます。 

★くり返し何度でも     本講座は音声データダウンロードができるので、くり返し聴き込んでマスターできます。 

★効果的な学習ができる 一時停止機能や再生速度変更機能を利用すれば、自分のペースで学習可能です。 

■海外ロースクール推薦留学制度 
  

日弁連は、海外ロースクールとの間で、

日弁連が推薦する会員を客員研究員

やLL.M.コース留学生として受け入れて

いただく制度を設けています。活動分野

について更に研究を深めるとともに、あ

なたの経験を海外で発信するチャンス

ですので、ご利用ください。 

 まずはスキット１を聴いてみましょう！あなたの理解度は…？ 

 日本語字幕・日本語訳を効果的に利用して会話の内容を理解しましょう！ 

 ・解説パートでは、日本語字幕を見ながら聴いて、ポイントを押さえましょう。 

 ・スキットパートでは、英語字幕とあわせて日本語訳を利用して、会話の内容を理解しましょう。 

 ・英文テキストを利用して、わからない単語・フレーズにマーカーを引き、重要表現、単語を覚えましょう。 

初 級 

会話内容をほとんど理解できなかった方 

会話内容を６～７割理解できた方 

ほぼ理解できた方 

本講座で 

使用する資料 
 

・英文テキスト 

・日本語訳 

・補助教材 
 

※サイトから 

  ダウンロード 

  できます。 

※はじめてログインさ

れる方は「新規ID登録

はこちら」から発行手

続をしてください 

①日弁連のホームページの右上のボタンから

「会員専用ページ」にアクセスします。 

へのアクセス ②「総合研修サイト」

のボタンをクリックし

てアクセスします。 

 ①プレ解説 
 

   スキットを見る前に 

   ポイントをチェック 

 

 

日本語字幕 

②スキット１ 
 

様々なシーンにおける

会話例を紹介します 

 

 

英語字幕 

④スキット２ 
 

字幕なしでもう一度 

聴き理解度を確認 

しましょう 

 

字幕なし 

各講座では3つのシーンを収録しており、各シーンは４つのパートで構成されています。 

詳細は、日弁連会員専用ページでご案内しています（お問い合わせは国際課へ） 

         共同制作  
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                                                   ２０１４年１０月１８日（土）１３：３０～１５：３０ 
於：弁護士会館１７階１７０２・１７０３会議室 

 
 
 

 

 

13:30～  

◆第１部  セミナー 【１７０２会議室】 

  ビジネスの発展と法務～企業内弁護士に期待すること 

      株式会社小松製作所執行役員法務管掌  稲垣  泰弘氏 

         同       法務部長        真壁    宏氏  

 

  企業内弁護士の方のプレゼンテーション 

   株式会社小松製作所法務部          岡部  真弓氏（61 期） 

            同                  栗林  拓郎氏（61 期） 

            同                   中村亜希子氏（62 期） 

 

14:30～  

◆第２部  講師・参加者同士の交流会 【１７０３会議室】 

  ・グループ別の懇談（30 分経過後グループ替え） 

   ・名刺交換 等  

 

 

 

配布資料 

 ・ 進行次第 

 ・ ㈱小松製作所様提供資料 

 ・ 交流会座席表 

 ・ アンケート 

進 行 次 第 
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名
名

※

修習期 所属弁護士会 所属先

1 3 8

1 7 7

1 3

1 1

1 1

2

2

2

4

１ 本セミナーに参加された理由・動機についてご記載ください

■企業/団体所属

法務スタート段階（私がインハウス第１号）で，会社も私も外部の先生方も手探り状態のため

企業

2014/10/20
【参加者数】
【回答者数】

66期

第一東京

第二東京

横浜

千葉県

東京

事務所

まさに気になっているテーマでした。また，会社にロールモデルがいないので。

インハウスが現在の会社では私1人のため，他の方々の意見，お仕事状況を知りたかったため

2014.10.18 女性インハウスのためのキャリアアップセミナー
ビジネスの発展と法務～企業内弁護士に期待すること～　アンケート集計

18
15 （回答率） 83.33%

回答者の属性

62期

63期

他のインハウスの弁護士との交流

他の企業の法務部の状況について聞いてみたかったため

企業内弁護士同士の横のつながりが欲しかった

53期

57期

58期

59期

60期

61期
61期

13.3%
62期

13.3%

63期

13.3%

66期

26.7%

東京

20.0%

第一

東京

46.7%

第二

東京

20.0%

企業

53.3%

事務

所

46.7%

■法律事務所所属

２ 本セミナーに参加した感想として，該当する数字１つに○を付けてください

13

2

0

0

上記でその選択肢を選ばれた理由をご記載ください

■良い

インハウスへの転職を考えていたので興味から，どういう人材が求められているのかを聞きたかった

良い

まあ良い

あまり良くない

良くない

茶話会も，小松製作所のお話も，とても新しくてとても良かったです。

受講生同士の交流会があったこと

インハウスとして勤務予定であり，インハウスを活用する企業の取り組みについてや実際に勤務されている方々のお話をお伺いしたかったた
め

インハウスへの転職を考えていたので

現在の職場と比較して，インハウスの方が働き易いかどうか検討するため

本日は貴重な企画をしていただきましてありがとうございました。今後の自身のキャリアの選択肢の１つの可能性を探るために参加させてい
ただきました

転職の参考にするため

色々なキャリアのあり方を考えるきっかけとするため

具体的な話が伺えて非常に参考になりました

色々なバックグラウンド，会社の方のお話を聞けて，意外と同様の悩みを持っている方がいてお話できて良かった

女性インハウスとして働き方を考えたかったから

良い

86.7%

まあ

良い

13.3%
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■まあ良い

３

色々な業種からのお話。また，インハウスで入られて着実に社内で実績を積み上げられて昇進している方のお話も伺ってみたく存じます

コマツの執行役員及び法務部長の方々から具体的なお話を伺えたほか，３名の現職のインハウスの方から率直な御意見，御感想等のお話
も聞けて，大変参考になった

特に若手の方で実際に働いていてどう受け止めているかという率直な感想が聞けて良かったです

コマツの例を具体的に聞くことができ，大変参考になった

多業種，業種別など多様な形態

・業種別
・顧問側（外側）からインハウスに求めるもの等（経営者には面と向かっては言えないが，守秘義務のある弁護士同士ということで，今まで
思っていたことを教えてくださる先生がいらして，大変参考になったことがあります。）。

多数の会社，行政のお話を聞きたいと思いました

今回の類似企画

活用方法について管理職の方々からもう少し聞きたいです

色々な情報交換ができた

企業内弁護士として，キャリアアップや仕事の進め方について，今後どのような方からお話をお聞きになりたい
ですか。また，どのような企画（イベント・研修等）があれば参加されたいと思いますか。

安倍政権の女性管理職を増やそうとの動きとの関連で，各社の取組状況を知りたいです

ノヴァルティスや伊藤忠など，女性が法務のトップをされている会社の方からもお話を伺う機会があれば大変ありがたいです

時間配分を少し工夫していただくとより良かったと思います

大変参考になるアドバイスがいただけた。（ベテラン，若手ともに）

交流会で色々なお話が聞けたのが大変良かったです。また，土曜というのが非常に良かったです。
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【日本政策投資銀行・日本弁護士連合会共催】

【日時】　　２０１４年９月１８日（木）
【回答者数】　４１名

女性起業家のためのリーガル実践講座
第１回「法人設立・創業時の法務」アンケート結果

【貴社について】
１　現在、創業されていますか？
はい… 25 名

（内訳） 7 （株式会社）

15 （個人事業主）

1 （ＮＰＯ）

2 （その他創業済み）

1 （種別無回答）

17%

（株式会

社）
2%（種別

無回答・

創業済

37%（未創

業）1 （種別無回答）

いいえ… 15 名 37%（個人

事業主）

2%（ＮＰ

Ｏ）

5%（その

他創業済

み）

無回答・

創業済

み）

37%（未創

業）

２　①業種について（複数回答可）
1 社
1 社
2 社
3 社
1 社
6 社
3 社

水産・農林業
食料品
情報通信業
卸売業
小売業
コンサルティング
ファッション・美容・健康

小売業

コンサルティング

ファッション・美容・健康

人材育成教育

飲食宿泊

その他サービス業

その他

3 社
6 社
1 社

11 社
2 社

ファッション・美容・健康
人材育成教育
飲食宿泊
その他サービス業
その他

0 5 10 15

水産・農林業

食料品

情報通信業

卸売業

小売業

コンサルティング

ファッション・美容・健康

　　②売上高
19 社
4 社
2 社
2 社

1000万円未満
1000万～5000万円未満
5000万円～1億円未満
1億円以上

0 5 10 15

5000万円～1億円未満

1億円以上

0 5 10 15 20

1000万円未満

1000万～5000万円未満

5000万円～1億円未満
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　　③従業員数
19 社
7 社
2 社
0 社
0 社
2 社

従業員なし
1～5人
6～20人
21～50人
51～100人
101人以上

1 5人

6～20人

21～50人

51～100人

101人以上

2 社

　　④創業
3 社

101人以上

未創業

0 5 10 15 20

従業員なし

1～5人

6～20人

21 50人

10年以上3 社
10 社
5 社
5 社
3 社
2 社

未創業
1年未満
1年～3年未満
3年～5年未満
5年～10年未満
10年以上

未創業

1年未満

1年～3年未満

3年～5年未満

5年～10年未満

10年以上

　⑤現在お困りのことは何かございますか。（複数回答可）
5
6
4
9

会計
税務
資金調達

法務

0 2 4 6 8 10 12

未創業

0
5

4

営業
9
5
9
6
1
0
2
2
0労務関係

資金計画
中期経営計画
相続税対策
ＩＲ

資金調達
マネジメント

就業規則
個人情報管理

4
9

5
9

6
1

0
2
2

0
5

4

税務

マネジメント

中期経営計画

ＩＲ

個人情報管理

営業

0
5
4

３　弁護士との関わりについて
　①これまでに弁護士の助言・サポートを受けたことはありますか？
ある 16 名
ない 25 名

労務関係
営業
その他

就業規則
契約書 （４名回答）

5
6

4
9

5

法務

税務

マネジメント

ない 25 名

事業規模と個人を守る点でスタートから法人をすすめられ
た。

契約書　（４名回答）

前職では，会社内に弁護士の先生が机を並べて数人常駐
してくださっていたから。顧問弁護士事務所大手が５～６社
あったため。

東商相談窓口にて不動産管理契約について質問しまし
た。

「あ

る」の

た。

株式会社設立時に様々な観点
家族の困りごとで。
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　②弁護士の助言・サポートを受けた方でその結果について
9 名
1 名
2 名
2 名

 

役に立った
役に立たなかった
どちらともいえない

その他

9

1

2

2

役に立った

役に立たなかった

どちらともいえない

その他

 

　③弁護士の助言・サポートを受けたことのない方で受けなかった理由について（複数回答可）
9 名

10 名
11 名
2 名

相談することがない
日頃接点がない

費用がかかる・高い
弁護士は探しにくい

9

1

役に立った

役に立たなかった

0

0

弁護士にあまり期待して…

その他

2 名
2 名

0 名
0 名

弁護士は探しにくい

弁護士以外の相談で足りる

弁護士にあまり期待してない

その他

9

10

11

2

2

0

0

相談することがない

日頃接点がない

費用がかかる・高い

弁護士は探しにくい

弁護士以外の相談で足りる

弁護士にあまり期待して…

その他

　④現在，身近に相談できる弁護士はいますか？
1 名

12 名
25 名

顧問弁護士がいる
相談弁護士がいる

いない

相談することがない

顧問弁

護士が

いる

１名

（3%）

相談弁

護士は

いる １

２名

（31%）

　⑤どのような条件が整えば弁護士に相談しやすいなどの御意見について（自由記載欄）
事前に金額の目安が明示されていると活用しやすいです

（3%）
いる １

２名

（31%）

いない

２５名

（66%）

事前に金額の目安が明示されていると活用しやすいです。
会社には顧問弁護士はいますが，個として今後の事は分かりません。
株式会社にして顧問や専門家など不安解決かつ安定的発展企業にできるのであれば利
用したい。
信頼できる方の紹介の弁護士であれば安心だが，イメージとして相手によって高額を請
求されるように感じる。得意分野やプロフィール，相場金額が手軽にwebで検索できると
いいのでは。
一社ではハードルが高いが，数社で顧問契約ができたら立ち上げたばかりの小さな会社社では ドルが高 が，数社で顧問契約ができたら立ち げたばかりの小さな会社
にはありがたい。
こんな内容なら無料で簡単に答えていただけるなど分かれば嬉しいです。こんな内容で
相談なんてと恐縮してしまいます。

公的機関の無料相談の質をもう少し組織的にチェックして正確なアドバイスをしてもらえ
る様になると利用しやすくなると思います（個人差が大きい様なので）。
低料金で価格が明確な場合
費用面で無理があります。無償のボランティアかつ一人の方が専門でいて下さると活用
できる様になりますできる様になります。
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【本日のセミナーについて】
１　本日参加された理由，疑問点，特に習得したいポイント，悩みや課題について（自由記載欄）

1
2
3
4
5

起業済みですが，資本の入れ方等とても参考になりました。
契約書作成の必要性から。
法務面を再確認したかった。他の起業家の方と名刺交換の場を求めていました。
事業化するための実務的知識，どういった法人格が適切なのか。
勉強のため5

6
7

8

9

10

勉強のため。
特許意匠のアイディアを商品化したい。全てが手探り状態。
１から専門家から創業について知りたかった。
起業セミナーの講師より海外へ向けてのライセンス契約するには法人化した方がいいと勧められたので，
参加した。
経営者としての知識を１から身につけたい。

自身の創業時に失敗しない為の法律知識。今後顧客になるであろう人の為に最低限の知識・考え方の方
向性を習得したかったから。

11

12

13
14
15
16

開業後の再確認，資金調達（他より資本等）思案中です。
創業に関する法務的ポイントを聞きたかったので。

業法関係でどこから抵触するのか，どのレベルで専門家に相談すべきか，どこまでなら走って良いのかわ
からなく困ります。

先月，株式会社を設立し，改めて法的に気をつけなくてはいけない面を確認したかった為。

今後のために。
様々な知識を得たい。

16
17
18

19

20
21

22

創業に関する法務的ポイントを聞きたか たので。
専業アイディア以外に創業に関わる法務について知識を得るため
法人選択。
個人事業主ですが，法人化したらどうなるのか知りたかったのですが，勉強になりました。大手の取引先が
こちらが個人事業主ということで，一線を引かれる時がままあります。でも法人化は大変そうだなと思いまし
た。
必要な法律を知ること。気軽に相談できることがあるのか，ないのか。
法務関係でつまずくと面倒なので，先に実例や知識を得たいと思ったため。

現在，個人事業主で行っているため，今後その他事業も含め法人化を考えたい。ビジネス計画そのものの
22

２　時間，場所，構成等について
適当 27 名 ・13時～16時くらいが良い
改善を希望 3 名 ・途中，休憩を入れてください。

・夜の時間帯の開催ですとより参加しやすい
３　今回のセミナー（法人設立・創業時の法務）について
①理解度

現在，個人事業主で行 て るため，今後その他事業も含め法人化を考えた 。 ジネ 計画そのものの
話はよく聞くが，法務関係は聞いたことがないので伺ってみたいと思った。

内

①理解度
よく理解できた 17 名
まあ理解できた 15 名
普通 2 名
あまり理解できなかった 1 名
全く理解できなかった 0 名

よく理解

できた

48%

まあ理

解できた

43%

普通

6%

あまり理

解できな

かった

3%

②有用度
有用だった 21 名
まあまあ有用だった 11 名
どちらでもない 1 名
あまり有用でない 0 名
全く有用でない 0 名

よく理解

できた

48%

まあ理

解できた

43%

6%

有用だっ
まあまあ

有用だっ

どちらで

もない

3%

全く有用でない 0 名 有用だっ

た

64%

まあまあ

有用だっ

た

33%
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４　今回のセミナーの説明について御意見など（自由記載欄）
1
2
3

4

5

もっと深く知りたいです。
事業をしているとまだいえない状況なので，くわしく聞きたかった。聞けてよかった。
とても分かりやすく，起業に勇気が持てた。
一般論すぎてあまり参考にならなかった（知っている内容が多すぎて）。もっとテーマを
絞っていただいた方が有用だと思います。もっと個別にお話が聞きたかったです。
具体例も多くたいへん良かった。5

6
7

8

9

10

難しかった。
専門家の協力（知識）は大切だと思った。弁護士・税理士などのつながりを持ちたい。
法人設立の手続とコストをもっと詳細に説明してほしかった。全般的にはとても有益な
話を聞けた。

テーマが大きいので難しいかと思いますが，各項目詳しく伺いたかったです。一般社団
法人とＮＰＯ，株式についてなど。

とても分かりやすく，（法人として）会社を起こすということへの心構えについて考えるこ
とが きた

具体例も多くたいへん良かった。

10

11

５　次回以降のセミナーの講義内容等についての要望（自由記載欄）
1
2

周りの方たちとお話できて刺激を受けました。
合同会社の位置付け。社会から見た信用性はどうなのでしょうか。
困 ていることはネ トで調べたり 個別に専門家に相談したりしているので も と見

基礎的なことが分かってきました。株主2/3以上の議決権を持つ意味，株の種類，いろ
いろあるんだなと。

とができた。

3

4
5

6

7

8

具体的に参考となるようなフォーマットや具体的事例が学べたら嬉しいです。
①契約のポイント ②契約・取引について。相手とうまくいかなくなった時どう対処したら

困っていることはネットで調べたり，個別に専門家に相談したりしているので，もっと見
落としやすい点か個別の成功例等をお聞きしたいです。
具体例を多く含めていただけると助かります。
楽しみにしています。

登記書類や各種届出など具体的なものを見たい。定款や就業規則などのひな型を見
たい。説明も受けたい。

8

9
10
11
12
13

６ セミナー参加のきっかけについて

途中で5～10分の休憩を入れていただければ。

①契約のポイント，②契約・取引について。相手とうまくいかなくなった時どう対処したら
良いかなど
様々な資金調達時の法的に関わる事案例
予定通りの内容で期待しています。
身近な内容だと助かります。
もっと実例を交えて説明いただけるとより理解が深まると思います。

６　セミナー参加のきっかけについて
2
9 （…うち女性ビジネスコンペティション：１，新日本：１，無記名：７）

15 （…うちＤＢＪ：６，東京都中小企業振興公社：２，無記名：７）
7 （…うちＤＢＪ：１，日弁連：２，無記名：４）
2 （…うちウーマンズミーティング：１）
2 （…新聞の起業等の情報欄，ＴＶのＷＢＳ・ネット検索）その他

ＤＢＪ担当者からの案内
メルマガ
ダイレクトメール
ウェブサイト
セミナー会場で見て

2その他

2

9

15

7

2

2

ＤＢＪ担当者からの案内

メルマガ

ダイレクトメール

ウェブサイト

セミナー会場で見て

その他

2ＤＢＪ担当者からの案内

メルマガ
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日本政策投資銀行＆日本弁護士連合会 共催セミナー

「 女性起業家のためのリーガル実践講座 第２回 」

事業継続・維持の法務①

株式会社日本政策投資銀行と日本弁護士連合会は、女性によるビジネスの発展をリーガル面

からサポートする連続講座を開催しています。

「経営者の旅」をモチーフにしたリーガル実践講座 第２回は、「旅を快適・安全に進めるために～事業継

続・維持の法務」をテーマに、取引に必要な法律知識、契約書の活用方法等を解説します。

プログラム

■日時

2014年11月11日（火） 10:00am - 12:00pm （開場 09:30am)

■次第

09:30 開場

拶

グラ

■会場

大手町フィナンシャルシティ サウスタワー
10:00 開会の挨拶

10:05 「旅を快適・安全に進めるために

～事業継続・維持の法務」 八掛 順子弁護士

(1) 取引に必要な法律知識

(2)契約書の活用方法

契約書の重要性

契約書のチ クポイント 等

３Ｆカンファレンスセンター

〒100-0004 東京都千代田区大手町1-9-7

電話：03-6225-2661

■対象

女性経営者、起業を予定している女性
契約書のチェックポイント 等

12:00 閉会挨拶・次回の予定ご案内 ■定員

５０名

お申し込み

以下の「お問合せフォーム」に、「11月11日事業継続・維持の法務①参加」 と記載の上お申し込みください。
https://secure.dbj.jp/jp/ja/contact/inquiry/womenInit.do?receipt_pattern=inquiry-01-
006&receipt_country=jp&receipt_lang=en&receipt_department=202
お申込み確認後、ご登録いただいたメールアドレス宛に『セミナー受講証』を送付いたします。 当日は、受講証（メール）を印刷し、

お名刺とともにお持ちの上、会場にお越し下さい。

なお、お申込みは事前登録制（先着順）とさせていただきます。定員50名になり次第、締切日前でも締切りとさせていただきますので、
ご了承ください。

申込締切：１１月１０日 （月） 正午

【セミナーに関するお問い合わせ先】

株式会社日本政策投資銀行 女性起業サポートセンター（DBJ-WEC）
〒100-8178 東京都千代田区大手町1-9-6 大手町フィナンシャルシティ サウスタワー
TEL： 03-3244-1652（センター代表）
http://www.dbj.jp/service/advisory/wec/

※お申し込みによってお知らせいただいた皆さまの個人情報につきましては 当セミナーの運営に関わる事務に利用させていただくほか 株式会社※お申し込みによってお知らせいただいた皆さまの個人情報につきましては、当セミナ の運営に関わる事務に利用させていただくほか、株式会社
日本政策投資銀行*および日本弁護士連合会* *で共有させていただき、今後、実施する説明会、セミナー、勉強会、研究会、発行書籍、および
業務内容等のご案内をさせていただく目的以外には使用いたしません。個人情報の管理は、株式会社日本政策投資銀行および日本弁護士連
合会がそれぞれの個人情報保護方針に従い厳重に管理いたします。
* http://www.dbj.jp/service/advisory/wec/ * * http://www.nichibenren.or.jp/
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日本政策投資銀行＆日本弁護士連合会 共催セミナー

女性起業家のためのリーガル実践講座 全4回

株式会社日本政策投資銀行と日本弁護士連合会は、女性によるビジネスの発展をリーガル面

からサポートする連続講座を開催しています。

タ プ期 女性起業家 知 「法的 ク まずかな 会社経営 を

開催スケジュール・プログラム ※プログラム内容は都合により変更することがございます。予めご了承ください。

2014年9月18日（木） 法人設立・創業時の法務第１回

• 「旅立つ前に必要な準備とは？」 講師：樽本 哲 弁護士

開催済

スタートアップ期の女性起業家にこそ知ってほしい「法的リスクにつまずかない会社経営」を

「経営者の旅」に見立てて講師陣の弁護士が分かりやすく解説します。

「旅立つ前に必要な準備とは？」 講師：樽本 哲 弁護士

• （１）事業経営と法律の関わり

• （２）設立・創業時の法務

2014年11月11日（火） 事業継続・維持の法務①第２回

• 「旅を快適・安全に進めるために」 講師：八掛 順子 弁護士

• （１）取引に必要な法律知識

（２）契約書の活用法（契約書の重要性 契約書のチ クポイント等）

第２回の詳細は
裏面をご覧ください

• （２）契約書の活用法（契約書の重要性、契約書のチェックポイント等）

2015年1月27日（火） 事業継続・維持の法務②第３回

• 「旅のトラブル予防と対処法」 講師：松林 司 弁護士

• （１）会社内部組織に関する法律知識（取締役会、株主総会等）

• （２）組織運営に必要な労務知識（従業員との雇用契約等）

アクセス

2015年3月（日程未定） 事業発展の法務第４回

• 「目標に向けて旅を続けるために」 講師：市毛 由美子弁護士

• （１）知的財産権の戦略的活用、フランチャイズ等

• （２）M&A等の組織再編、業務提携、海外展開等

開催概要（全回共通です）

▶時間： 10:00am～12:00pm （開場9:30am）

▶会場： 大手町フィナンシャルシティ サウスタワー
３Ｆカンファレンスセンター
〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-7   
電話 03 6225 2661電話：03-6225-2661

▶定員： 50名

▶受講料： 無料

▶対象： 女性経営者、起業を予定している女性
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日本弁護士連合会の中小企業向け法律支援について 

2014.12.3 

 

 

１ 日弁連中小企業法律支援センターの設置 

 

２ 同センターの活動 

（１）「ひまわりほっとダイヤル」（０５７０－００１－２４０
 おおい   ちゅーしょー

） 

 

（２）各地における中小企業関連団体との意見交換会（通称：キャラバン） 

 

（３）中小企業再生支援 

 

（４）海外展開支援 

 

（５）創業支援 

 

（６）事業承継に関する中小企業支援団体との間の意見交換 

 

（７）中小企業関連団体との連携 

 

３ 課題 

 

（１）広報 

 

（２）ニーズと対応策の明確化 

 

（３）中小企業支援のモデルの確立 

 

以 上 

資料14

77 / 138



資料14

78 / 138



- 1 -

日弁連の中小企業法律支援の取り組みのご紹介

第１ 「日弁連中小企業法律支援センター」の発足

（ 「 」 。） ，日弁連中小企業法律支援センター 以下 日弁連センター という は

法的な支援を必要とする中小企業の増大に鑑み，中小企業事業者の弁護士に

対するアクセス障害を解消し，そのニーズに応えるべく，従前の体制を拡充

強化して，2009年11月1日， 組織 として設置された。理事会内本部 （※）

（※）日弁連の会長を本部長として，副会長の全員や全国５２の弁護士会の会長及び

全弁護士会からの委員などで構成される日弁連でもっとも強力な組織。

第２ 「ひまわりほっとダイヤル （コールセンターサービス）」

～ 日弁連の取り組みの基幹事業 ～

日弁連センターでは，

2010年4月1日から全国共

通の電話番号（0570-001

-240（おーいちゅーしょ

ー ）を用いて，弁護士）

が全国の中小企業事業者

からの相談を受ける「ひ

まわりほっとダイヤル」

を開設した。

「ひまわりほっとダイ

ヤル」は，ＮＴＴの自動

電話転送システム（ナビ

ダイヤル）を利用し，中

小企業事業者である相談

者が全国共通の番号に架

電すると，架電地域の弁

護士会へ自動的に転送さ

れ，当該弁護士会から指

名された弁護士による面

談相談を受けられるシス

テムである。

運用開始にあたり，20

10年4月1日から9月30日

までの半年間は，初回30

分間の面談の相談料を無
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料とし，その後，2012年3月31日まで上記無料期間を半年間ずつ延長してき

た。気軽に相談できることから中小企業支援あるいはセーフティネットとし

ての役割が明確となり，中小企業庁をはじめ多くの公的中小企業支援団体等

の協力が得られた （な。

お，初回30分間の相談料

については，キャンペー

ン期間の終了に伴い，弁

護士会の実情に応じて一

部の会で有料に切り替わ

っている ）。

また，当センターでは

「ひまわりほっとダイヤ

ル」の利用促進及び中小

企業関係者に対する情報

提供等を目的として専用

の （URL:http://www.nichibenren.or.jp/ja/sme/index.html）ホームページ

を開設しているが，窓口の受付時間外の時間帯に全体の4割超のページビュ

， ，ーがあることが確認されていることから これらの方のニーズに応じるため

オンラ2012年2月から上記ホームページ上で「ひまわりほっとダイヤル」の

を開始した。架電の経緯の内訳中，ホームページ，オンライン申込サービス

イン申込が急速に伸びている。

第３ 中小企業庁等との連携・協同

１ 協力関係の宣明 ～共同コミュニケ～

中小企業庁や金融庁等との間で，中小企業に対する法的支援に関する相互

理解を深め，相互連携を確立・強化するため，日常的に各種問題について緊

密に協議・連携を図る，各種審議会ほかに弁護士委員が参加する等しつつ，

特に、中小企業庁との間では，これまでに以下のとおりの共同コミュニケを

発表してきた。

①「中小企業の法的課題解決支援のための中小企業庁と日本弁護士連合会の

（2007年2月6日）連携について」

②「中小企業の法的課題解決支援のための経済産業省中小企業庁と日本弁護

（2010年3月18日）士連合会の連携強化について」

③「中小企業の法的課題解決支援に向けた中小企業庁と日本弁護士連合会の

（2011年6月15日）連携の拡充について～震災復興のために～」

④「中小企業金融円滑化法への対応及び中小企業の海外展開の支援に関する
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（2013年2月25日）中小企業庁と日本弁護士連合会の連携の強化について」

２ 中小企業庁の中小企業支援施策への協力・連携

（１）中小企業支援ネットワーク強化事業との連携 ～専門家派遣事業～

中小企業庁からの提案を受け 「ひまわりほっとダイヤル」と同庁が実施，

「 」（ 「 」する 中小企業支援ネットワーク強化事業 以下 ネットワーク強化事業

という ）を連携させることによって中小企業に対する支援の充実を図るこ。

ととなり，2012年3月9日付けで全弁護士会に連携への参加を呼びかけた。こ

の連携によって 「ひまわりほっとダイヤル」の相談担当弁護士が行う法律，

相談に対し，一定の公費支出が実現され，その後の専門家派遣事業の利用も

可能となった。また，これによって弁護士会の負担も軽減され，中小企業に

よる弁護士の利用の促進にもつながることから，弁護士会にとっても有益な

連携であった （ネットワーク強化事業は2013年3月末をもって終了 ）。 。

（２）ビジネス創造等支援事業（地域プラットホーム）との連携 ～専門家

派遣事業～

2013年度以降の

連携のひとつとし

て，上記ネットワ

ーク強化事業の後

継事業である「ビ

ジネス創造等支援

事業 （プラット」

ホーム事業）と連

携して，各地の弁

護 士 会 と の 協 同

で，弁護士を専門家派遣できる制度を構築中である。

（３）認定経営革新等支援機関

2012年8月30日に施行された「中小企業の海外における商品の需要の開拓

の促進等のための中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律等の一部を

改正する法律 （ ）により「経営革新等支援機」「 」中小企業経営力強化支援法

関の認定制度」が創設された。

この制度は，国が既存の中小企業支援機関（商工会，商工会議所等）に加

え，弁護士，公認会計士，税理士，金融機関，NPO法人等を経営革新等支援

機関として認定することにより支援の担い手を多様化・活性化し，専門性の

高い支援を行おうというものである。この認定を受けた認定経営革新等支援

資料14

81 / 138



- 4 -

機関（以下 という ）は中小企業の経営支援において広範「認定支援機関」 。

な機能を果たすことが期待され，特に，2013年3月末の中小企業金融円滑化

法の終了によって経営が悪化する中小企業の再生支援は，その重要な業務の

一つとなる。

すでに２万３０００近くの支援機関の認定がなされ，弁護士・弁護士法人

もほぼ全国隈無く１５６０余が認定を受け，認定機関としての役割を果たし

つつある。

第４ 中小企業支援諸団体・機関との連携

１ 日弁連と中小企業支援団体との連携

中小企業の弁護士へのアクセスを促進し，あるいは中小企業を効果的に支

援するために，日弁連は，

・2011年4月27日，日本政策金融公庫と「中小企業等支援に関する覚書」

の締結

・2011年6月15日，中小企業基盤整備機構と「東日本大震災によって被害

を受けた中小企業の支援に関する協定」の締結

， ， ， ，をはじめ 日本商工会議所 全国商工会連合会 中小企業再生支援全国本部

商工組合中央金庫など，各中小企業支援諸団体・機関と連携を図り，強化し

ている。

２ 各弁護士会と地域の商工団体等との連携促進等

（１）中小企業と弁護士との間のアクセス障害を解消するためには，各弁護

士会と当該地域の商工団体等との連携をはじめ，各弁護士会における取り組

み強化が重要である。そこで，毎月の当センターの理事会内本部会議で情報

交換や取組強化方策の協議等を重ねてきた。

（２）上記の取り組み・連携を更に促進することを目的として，2010年9月

から全国各地で中小企業支援のための意見交換会を実施した（第1回熊本県

（2010年9月 ・第2回青森県（2010年11月 ・第3回新潟県（2011年2月 ・第4） ） ）

回和歌山（2011年6月 ・第5回鳥取（2011年7月 ・第6回函館（2011年9月 ・） ） ）

第7回沖縄（2012年2月 ・第8回福井（2012年5月 ・第9回宮崎（2012年9月）） ）

・第10回長野（2013年1月 ・第11回徳島(2013年7月 ・第12回釧路(2013年1） ））

1月 ・第13回群馬(2014年2月 ・第14回岡山(2014年7月 ・第15回岩手(2014） ） ）

年11月)。

３ 中小企業向け全国一斉相談会等の実施

中小企業分野への弁護士業務の一層の拡充を図るため，中小企業庁をはじ

めとする中小企業支援機関及び各地の商工団体等との連携を図りつつ，弁護
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， ，士会が中小企業支援のために取り組んでいることを広く周知するため 毎年

9月16日前後頃，連携団体の協力を頂きながら，全国各地で中小企業に関す

る全国一斉無料法律相談会及びシンポジウムを実施してきている。今年度は

9月9日を中心として実施した。

第５ 重要課題に対応した日弁連の取り組み

１ 金融円滑化法終了問題への対応

中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律

（ 「 」 。） 。以下 中小企業金融円滑化法 という が2013年3月末をもって終了した

中小企業金融円滑化法により，リスケジュールを受けている中小企業は全国

で約３０万社ないし４０万社と言われ，このうち，５万社ないし６万社が抜

本的な対応を迫られると危惧されている。

日弁連センターでは，とりわけ2012年度以来，中企庁長官からの直々の強

， ，い要請も受けつつ この中小企業金融円滑化法の終了の問題への対応として

次のような取組みほかを行った。

ひまわりほっとダイヤルのさらなる広報及び周知（弁護士が事業再生にも①

取り組んでいることを前面に打ち出した新しいデザインのチラシの作成・配

布）

事業再生に取り組む弁護士の育成，体制整備（研修，２種類の手引書の発②

刊，弁護士会におけるひまわりほっとダイヤル相談体制強化の依頼）

中小企業関連団体や金融機関との連携強化やこの問題への対応の必要性の③

啓発を目的とした二度のシンポジウムの開催

中小企業金融円滑化法終了１１０番の実施（2013.3.7～8）※175件の相談④

特定調停の事業再生への活用方策の策定・実施（中小企業庁・最高裁判所⑤

等との協議）

２ 経営者保証ガイドライン

「経営者保証に関するガイドライン （2013.12策定）が，本年２月から適」

用開始されました。弁護士は保証人の債務整理を支援する専門家として関与

することが期待されている。会員研修会で，特定調停スキームの活用などの

整理手続や，経営者の安定した事業継続等のために残すことができる残存資

産の考え方等を周知・徹底するなどの取り組みを進めている。

３ 中小企業の海外展開支援の取組み

（１）中小企業海外展開支援弁護士紹介制度

日本商工会議所等からの中小企業が海外進出を行う際における弁護士の法

的支援態勢整備の要請を受け，当センター内に2011年8月に国際業務支援部
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会を発足させ，関係機関に対するヒアリングによる具体的ニーズ調査を行っ

た。国際業務支援態勢を整備するには日弁連全体で取り組む必要があること

から，外国法事務弁護士及び国際業務に関する委員会，日弁連知的財産セン

ター，若手法曹サポートセンター及び研修センター等の関連委員会委員から

なる中小企業の海外展開業務の法的支援に関するワーキンググループ（以下

「海外展開ＷＧ」という ）が2012年1月に発足した。。

海外展開ＷＧでは，パイロット事業として，2012年5月16日より，東京・

、 、 、 、神奈川・愛知・大阪・福岡で その後 新潟及び札幌地域が加わって 現在

国内の７つの地域において を実，「中小企業海外展開支援弁護士紹介制度」

施している。本制度について，日本貿易振興機構（ジェトロ ，東京商工会）

， ， ，議所 日本政策金融公庫 信金中央金庫及び国際協力銀行の協力を得ており

各協力団体から紹介のあった中小企業に対して，日弁連から，国際的な企業

法務・取引法務の豊富な経験を有する弁護士を紹介する仕組みをとってい

る。本制度における弁護士報酬は，初回３０分は無料，それ以降については

１０時間まで３０分毎に一律１０，０００円（税抜）としている。

２０１４年９月末日現在での累計申込数は約１００件である。協力団体の

拡大にも力を注いでいる。

（２）その他海外展開支援活動

①海外展開ＷＧにおいて、海外展開支援に携わることのできる弁護士の裾野

を広げるべく，国際取引契約の基礎や中国やベトナムなど新興国の法制に関

するeラーニングコンテンツを作成した。

②海外展開ＷＧにおいて、2012年度，香港律師會（The Law Society of Hon

g Kong）との間で，日本の中小企業の支援に関する覚書を締結し，依頼企業

の希望に応じて，上記中小企業海外展開支援弁護士紹介制度とほぼ同様の報

酬体系（初回３０分無料はなし）にて，香港ソリシターの紹介を受けること

が可能となった。

③第18回弁護士業務改革シンポジウム（2013年11月8日，神戸市）

近年，特に地方において，中小企業の海外進出への弁護士の関与・法的支

援を求める声が増えている。こうした状況を踏まえ，2013年11月8日に神戸

市で開催された第18回弁護士業務改革シンポジウムでは，当センターと海外

展開ＷＧが共同で 「弁護士による中小企業の海外展開支援 ～あなたの町、

の中小企業の挑戦を支えよう」をテーマに分科会を開催した。日弁連の上記

取り組みを深化させつつ，全国の弁護士による連携体制を構築するための方

策が追求された。
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４ 創業・起業支援、女性起業家支援

第19回弁護士業務改革シンポジウム（2015年10月予定、於：岡山市）に、

中小企業の創業・起業等の支援などのテーマで分科会を開催するよう企画を

検討・準備中である。また、女性起業家支援の見地から、日弁連と日本政策

投資銀行との共催で、セミナー「女性起業家のためのリーガル実践講座 （2」

014.9～2015.3）を実施している。

５ 研修の強化・専門性の向上

中小企業の弁護士へのアクセスを促進するためには，中小企業のニーズに

適確に応じた法的サービスの提供のできる弁護士の養成，全体としてのスキ

ルアップが重要であり，特別研修開催，eラーニングコンテンツ作成，実務

図書(手引書）出版などに努めてきている。

６ 広報

（１ 「ひまわりほっとダイヤル」チラシの配布）

「 」 ， ，弁護士は 裁判の専門家 という固定概念を破り 弁護士が裁判以外でも

中小企業の役に立つことを認識してもらい，気軽に相談しやすい環境とイメ

ージを作り出し，弁護士が中小企業の経営支援を行う存在であることを広く

ご理解頂くための広報に注力してきている。

「ひまわりほっとダイヤル」に立ち上げに際しては，ほぼ全国的に初回３

０分無料の法律相談を実施し，公的中小企業支援諸団体の協力を得て，チラ

シ総計約230万枚，ポスター総計12,000枚以上を配布し，中央の公的中小企

業支援団体等を通じて，各地の中小企業支援団体及び担当者各位に「ひまわ

りほっとダイヤル」の周知を依頼した。

（２）WEB上の広報～リスティング広告，Facebookによる広報～

日弁連センターでは，上記のチラシによる広報に加え，専用のホームペー

ジによる広報，2011年6月からはリスティング広告を，2012年4月からはSNS

サービスFacebookを用いた広報を開始した。

（３）各種法律記事の掲載

「日刊帝国ニュース」はじめ，各方面の紙面で中小企業に関する法律記事

を掲載している。

以上
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2014/11/28 日弁連中小企業法律支援センター

Ⅰ　「ひまわりほっとダイヤル」の実績
　（１）　2010年4月～2014年10月の通話数・相談実施件数の推移

【図１－１】　月間通話数の推移（年度別比較）

年間通話数 2012年度 10567件
2013年度 10343件
2014年度 6380件 総通話数 48929件

【図１－２】　月間相談実施件数の推移（年度別比較）

年間相談実施件数 2012年度 5157件
2013年度 4918件
2014年度 3167件 総相談件数 24175件

【図１－３】　１日当たりの通話数の推移（年度別比較）

「ひまわりほっとダイヤル」実績報告書（2010年4月～2014年10月）
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【図１－４】　１日当たりの相談実施件数の推移（年度別比較）

　（2）　処理結果の内訳

【図２】　処理結果内訳（相談実施案件）（2010年6月～2014年10月）

【図３】　利用者の架電の経緯内訳（2010年6月～2014年10月）
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【図４】　利用者の相談内容内訳（2010年6月～2014年10月）

※2012年6月から選択肢を一部変更し，「契約書作成・チェック」「海外取引・海外進出」を新設した。
　（2012年5月まで，「契約書作成・チェック」は「契約・取引」に含んで集計。）
   また，「その他」は2012年6月以降の集計分のみをグラフ化している。

【図５】　利用者の業種内訳（2010年6月～2014年10月）

※2012年6月から選択肢を一部変更した。変更した選択肢は以下表のとおり。
   変更のない「建設業」「製造業」「情報通信業」及び以下表に記載した選択肢以外の選択肢は新設した。
　 また，「その他」「上記以外のサービス業」は2012年6月以降の集計分のみをグラフ化している。
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【図６】　資本金（相談実施案件）（2012年6月～2014年10月）

【図７】　従業員数（相談実施案件）（2012年6月～2014年10月）
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 増加している 変わらない 減少している わからない 無回答

1139 708 366 32 19 14
(100%) (62.2%) (32.1%) (2.8%) (1.7%) (1.2%)

　 回答数
顧問契約を結ん
でいる

顧問契約を結ん
でいない

無回答

1139 1050 74 15
(100%) (92.2%) (6.5%) (1.3%)

　 回答数 顧問料が高いから
顧問料の基準が
不透明であるから

費用対効果が計
測しづらいから

必要に応じて依
頼すればたりる
から

74 8 3 18 56
(100%) (10.8%) (4.1%) (24.3%) (75.7%)

弁護士以外の専
門家（司法書士，
税理士，社会保険
労務士など）を利
用しているから

弁護士を必要と
する仕事がない
から

知り合いなど，身
近に弁護士がい
ないから

その他

11 7 1 22
(14.9%) (9.5%) (1.4%) (29.7%)

　 回答数
顧問契約をしよう
と思う

いくらであっても顧
問契約をしたくない

無回答

74 23 41 10
(100%) (31.1%) (55.4%) (13.5%)

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

23 11.13 1.00 50.00

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 1031 49 51 8
(100%) (90.5%) (4.3%) (4.5%) (0.7%)

問１　弁護士の利用機会は５年前に比べて変化していますか

問２　弁護士と顧問契約を結んでいますか

問３　弁護士と顧問契約を結んでいない理由は何ですか（３つまで）

問４　顧問料がいくらまでであれば，弁護士と顧問契約をしようと思
いますか

問４＿１　弁護士と顧問契約をしようと思う金額（月額）

問５（１）　業務・課題の重要度　１．契約書の作成

問３，４へ問５へ

問４＿１へ

問５（２）１へ

問５へ

問７へ
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　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 911 126 87 15
(100%) (80.0%) (11.1%) (7.6%) (1.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 813 224 92 10
(100%) (71.4%) (19.7%) (8.1%) (0.9%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 613 313 198 15
(100%) (53.8%) (27.5%) (17.4%) (1.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 1031 75 24 9
(100%) (90.5%) (6.6%) (2.1%) (0.8%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 708 265 147 19
(100%) (62.2%) (23.3%) (12.9%) (1.7%)

問５（１）　業務・課題の重要度　２．経営戦略の立案

問５（１）　業務・課題の重要度　３．ＣＳＲ（企業の社会的責任）体制の整備・維持

問５（１）　業務・課題の重要度　４．環境保護対策

問５（１）　業務・課題の重要度　５．コンプライアンス体制の整備・維持

問５（１）　業務・課題の重要度　６．公益通報制度への対応

問５（２）２へ

問５（２）３へ

問５（２）４

問５（２）５へ

問５（２）６へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 577 258 289 15
(100%) (50.7%) (22.7%) (25.4%) (1.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 923 142 66 8
(100%) (81.0%) (12.5%) (5.8%) (0.7%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 918 159 51 11
(100%) (80.6%) (14.0%) (4.5%) (1.0%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 547 337 241 14
(100%) (48.0%) (29.6%) (21.2%) (1.2%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 688 271 166 14
(100%) (60.4%) (23.8%) (14.6%) (1.2%)

問５（１）　業務・課題の重要度　７．消費者保護

問５（１）　業務・課題の重要度　８．公正取引に関する法令遵守

問５（１）　業務・課題の重要度　９．個人情報保護・情報セキュリティ管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１０．Ｍ＆Ａ（企業買収，合併）

問５（１）　業務・課題の重要度　１１．知的財産のマネジメント

問５（２）７へ

問５（２）８へ

問５（２）９へ

問５（２）１０

問５（２）１１

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 855 184 88 12
(100%) (75.1%) (16.2%) (7.7%) (1.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 901 200 31 7
(100%) (79.1%) (17.6%) (2.7%) (0.6%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 576 340 206 17
(100%) (50.6%) (29.9%) (18.1%) (1.5%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 935 139 53 12
(100%) (82.1%) (12.2%) (4.7%) (1.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 861 191 74 13
(100%) (75.6%) (16.8%) (6.5%) (1.1%)

問５（１）　業務・課題の重要度　１２．契約交渉

問５（１）　業務・課題の重要度　１３．専門的知識を要する紛争解決のための交渉（訴
訟対応を含む）

問５（１）　業務・課題の重要度　１４．企業ブランドの管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１５．人事・労務管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１６．セクハラ，パワハラへの対応

問５（２）１２

問５（２）１３へ

問５（２）１４へ

問５（２）１５へ

問５（２）１６へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 758 168 203 10
(100%) (66.5%) (14.7%) (17.8%) (0.9%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 773 195 157 14
(100%) (67.9%) (17.1%) (13.8%) (1.2%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 511 197 292 139
(100%) (44.9%) (17.3%) (25.6%) (12.2%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

1139 431 245 297 166
(100%) (37.8%) (21.5%) (26.1%) (14.6%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1080 800 119 152 9
(100%) (74.1%) (11.0%) (14.1%) (0.8%)

問５（１）　業務・課題の重要度　１７．株主総会対策，株主代表訴訟対策

問５（１）　業務・課題の重要度　１８．金銭債権の回収

問５（１）　業務・課題の重要度　１９．海外進出

問５（１）　業務・課題の重要度　２０．外国法調査

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１．契約書の作成

問５（２）１７へ

問５（２）１８へ

問５（２）１９へ

問５（２）２０へ

問５（３）へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問６へ

問５（１）１で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1037 102 254 667 14
(100%) (9.8%) (24.5%) (64.3%) (1.4%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1037 205 354 460 18
(100%) (19.8%) (34.1%) (44.4%) (1.7%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

926 64 267 580 15
(100%) (6.9%) (28.8%) (62.6%) (1.6%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1106 579 293 215 19
(100%) (52.4%) (26.5%) (19.4%) (1.7%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　２．経営戦略の立案

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　３．ＣＳＲ（企業の社会的責任）体制
の整備・維持

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　４．環境保護対策

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　５．コンプライアンス体制の整備・維
持

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問６へ

問６へ

問６へ

問６へ

問５（１）２で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）３で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）４で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）５で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

973 478 272 202 21
(100%) (49.1%) (28.0%) (20.8%) (2.2%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

835 259 331 227 18
(100%) (31.0%) (39.6%) (27.2%) (2.2%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1065 531 321 194 19
(100%) (49.9%) (30.1%) (18.2%) (1.8%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1077 312 395 352 18
(100%) (29.0%) (36.7%) (32.7%) (1.7%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　６．公益通報制度への対応

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　７．消費者保護

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　８．公正取引に関する法令遵守

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　９．個人情報保護・情報セキュリ
ティ管理

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問６へ

問６へ

問６へ

問６へ

問５（１）６で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）７で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）８で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）９で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

884 466 349 56 13
(100%) (52.7%) (39.5%) (6.3%) (1.5%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

959 379 343 218 19
(100%) (39.5%) (35.8%) (22.7%) (2.0%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1039 415 342 266 16
(100%) (39.9%) (32.9%) (25.6%) (1.5%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1101 876 188 21 16
(100%) (79.6%) (17.1%) (1.9%) (1.5%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１０．Ｍ＆Ａ（企業買収，合併）

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１１．知的財産のマネジメント

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１２．契約交渉

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１３．専門的知識を要する紛争解
決のための交渉（訴訟対応を含む）

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問６へ

問６へ

問６へ

問６へ

問５（１）１０で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１１で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１２で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１３で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

916 145 369 389 13
(100%) (15.8%) (40.3%) (42.5%) (1.4%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1074 611 241 209 13
(100%) (56.9%) (22.4%) (19.5%) (1.2%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

1052 536 331 164 21
(100%) (51.0%) (31.5%) (15.6%) (2.0%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

926 649 174 88 15
(100%) (70.1%) (18.8%) (9.5%) (1.6%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１４．企業ブランドの管理

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１５．人事・労務管理

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１６．セクハラ，パワハラへの対応

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１７．株主総会対策，株主代表訴
訟対策

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問６へ

問６へ

問６へ

問６へ

問５（１）１４で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１５で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１６で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１７で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

968 592 240 121 15
(100%) (61.2%) (24.8%) (12.5%) (1.5%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

708 363 283 48 14
(100%) (51.3%) (40.0%) (6.8%) (2.0%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

676 324 302 38 12
(100%) (47.9%) (44.7%) (5.6%) (1.8%)

　 回答数
社外の弁護士（顧
問弁護士を含む）

社内の弁護士 無回答

1116 1048 41 27
(100%) (93.9%) (3.7%) (2.4%)

　 回答数
費用が高額にな
りそう

よい弁護士の探し
方が分からない

社員で対応しよう
と思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談すれば
たりるから

その他 無回答

854 28 3 552 158 34 79
(100%) (3.3%) (0.4%) (64.6%) (18.5%) (4.0%) (9.3%)

問５（３）　どのような弁護士を利用したいか

問６　業務・課題のために弁護士を利用したいと思わない理由

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１８．金銭債権の回収

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１９．海外進出

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　２０．外国法調査

問５（３）へ

問５（３）へ

問５（３）へ

問６へ

問６へ

問６へ

問５（２）で１つでも「現在利用していないし，将来も利用を予定していない」と回答した会社

問５（２）で１つでも「現在利用している」または「現在利用していないが，将来利用したい」と回答した会社

問５（１）１８で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１９で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）２０で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数
既に知っている
ので探す必要は
ない

顧問弁護士や社
内の弁護士に聞
いて探す

知り合いに聞い
て探す

広告，雑誌等で
探す

弁護士会が提供
している情報をも
とに探す

1139 478 793 345 28 116
(100%) (42.0%) (69.6%) (30.3%) (2.5%) (10.2%)

インターネットの
情報をもとに探す

社員が法律相談
に行って探す

どうやって探した
らいいのか分か
らない

その他 無回答

157 79 3 83 7
(13.8%) (6.9%) (0.3%) (7.3%) (0.6%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 426 510 114 67 12 10
(100%) (37.4%) (44.8%) (10.0%) (5.9%) (1.1%) (0.9%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 702 348 64 13 2 10
(100%) (61.6%) (30.6%) (5.6%) (1.1%) (0.2%) (0.9%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 917 202 13 1 - 6
(100%) (80.5%) (17.7%) (1.1%) (0.1%) - (0.5%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 866 214 49 - 1 9
(100%) (76.0%) (18.8%) (4.3%) - (0.1%) (0.8%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 523 463 116 27 2 8
(100%) (45.9%) (40.6%) (10.2%) (2.4%) (0.2%) (0.7%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 437 304 218 99 72 9
(100%) (38.4%) (26.7%) (19.1%) (8.7%) (6.3%) (0.8%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

1139 452 496 148 31 6 6
(100%) (39.7%) (43.5%) (13.0%) (2.7%) (0.5%) (0.5%)

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　７．弁護士にかかる費用

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　６．諸外国の法律や国際的な取引などの知識

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　５．貴社の業界や業務に対する理解度

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　４．法律問題について紛争解決策や行動指針を示せる
能力

問７　社外の弁護士（顧問弁護士を除く）に相談をする場合，弁護士を探す方法（３つまで）

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　１．弁護士への話しやすさ

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　２．弁護士事務所での実務経験

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　３．弁護士の専門分野
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数
法務専門の部（も
しくは部レベルの
組織）がある

法務専門の課（も
しくは課レベルの
組織）がある

法務専門の部署
はないが，法務専
任担当者がいる

法務専門の部署
はないが，法務と
他の業務を兼務し
ている者がいる

法務専門の部署
はなく，法務担当
者もいない

無回答

1139 300 233 78 339 169 20
(100%) (26.3%) (20.5%) (6.8%) (29.8%) (14.8%) (1.8%)

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

937 5.66 1.00 200.00

　 回答数
法曹有資格者を
通常の正社員と
して採用している

法曹有資格者を
任期付の社員と
して採用している

法曹有資格者を
役員（社外取締
役を除く）として
採用している

法曹有資格者を
採用しようとした
が，採用できて
いない

法曹有資格者を
採用していない
し，今後も採用す
る予定はない

無回答

1139 146 21 37 84 858 13
(100%) (12.8%) (1.8%) (3.2%) (7.4%) (75.3%) (1.1%)

　 回答数 含まれている 含まれていない 無回答

184 166 15 3
(100%) (90.2%) (8.2%) (1.6%)

　 回答数 社員
取締役（社外取
締役を除く）

執行役（取締役
を除く）

監査役（監査委
員を除く）

無回答

166 137 4 1 59 2
(100%) (82.5%) (2.4%) (0.6%) (35.5%) (1.2%)

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

137 2.77 1.00 17.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

137 1.61 0.00 13.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

137 1.11 0.00 10.00

問９（２）　法務担当者の総人数

問９（１）　「法務」に関する業務を担当している部署がありますか

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　女性

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　男性

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　男女計

問１２（１）　在籍している日本の弁護士登録者の役職（いくつでも）

問１１　社員及び役員の中に日本の弁護士登録者が含まれていますか

問１０　法曹有資格者を採用していますか（いくつでも）

問９（２）へ 問１０へ

問１１へ 問１３へ 問１３，１８へ

問１２（１）へ 問１２（２）へ

問１２（１）アへ 問１２（１）イへ 問１２（１）ウへ 問１２（１）エへ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

4 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

4 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

4 0.00 0.00 0.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

1 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

1 0.00 0.00 0.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

1 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

59 1.08 1.00 2.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

59 0.97 0.00 2.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

59 0.12 0.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

152 0.26 0.00 5.00

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　女性

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　男性

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　男女計

問１２（２）　弁護士登録をしていない司法試験合格者は何人いますか

問１２（１）　エ．日本の弁護士登録者である監査役の数　女性

問１２（１）　エ．日本の弁護士登録者である監査役の数　男性

問１２（１）　エ．日本の弁護士登録者である監査役の数　男女計

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である執行役の数　女性

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である執行役の数　男性

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である執行役の数　男女計

問１２（１）で「監査役」と回答した会社

問１２（１）で「取締役」と回答した会社

問１２（１）で「執行役」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

1030 0.44 0.00 50.00

　 回答数

高度の法律知識
を有する専門家
としての人材を
求めていたから

法的な素養があり
会社法務の即戦
力になることがで
きると期待したから

法律知識に限ら
ず優秀な能力を
発揮してくれると
期待したから

その他 無回答

268 126 186 82 13 5
(100%) (47.0%) (69.4%) (30.6%) (4.9%) (1.9%)

　 回答数 求める
どちらかといえば
求める

どちらともいえな
い

どちらかといえば
求めない

求めない 無回答

268 47 76 90 20 32 3
(100%) (17.5%) (28.4%) (33.6%) (7.5%) (11.9%) (1.1%)

　 回答数 １年程度 ２～３年程度 ４～５年程度 ６～１０年程度 10年超
経験は求めるが
特に年数にこだ
わらない

123 3 38 44 8 1 29
(100%) (2.4%) (30.9%) (35.8%) (6.5%) (0.8%) (23.6%)

　 回答数

通常の新卒・中
途採用の採用活
動に対する応募
があった

司法修習終了者
や弁護士を対象と
した採用活動に対
する応募があった

在籍していた社
員が資格を取得
した

外部の弁護士事
務所（顧問事務
所を含む）から派
遣されている

184 62 66 22 18
(100%) (33.7%) (35.9%) (12.0%) (9.8%)

法曹有資格者と
直接交渉した

人材紹介会社か
ら紹介された

その他 無回答

27 41 17 3
(14.7%) (22.3%) (9.2%) (1.6%)

問１４　法曹有資格者を採用しようと考えたのはなぜですか（いくつでも）

問１３　司法試験に合格していない日本の法科大学院修了者は何
人いますか

問１６　法曹有資格者の採用経緯を教えてください（いくつでも）

問１５＿２　法曹有資格者を採用する場合に求める弁護士事務所での実務経験年数

問１５＿１　法曹有資格者を採用する場合，弁護士事務所での実務経験を求めますか

問１５＿２へ

問１０で法曹有資格者を「正社員として採用している」，「任期付の社員として採用している」または

「役員として採用している」と回答した会社

問１０で法曹有資格者を「正社員として採用している」，「任期付の社員として採用している」，「役員と

して採用している」または「採用しようとしたが，採用できていない」と回答した会社

問１０で法曹有資格者を「正社員として採用している」，「任期付の社員として採用している」，「役員と

して採用している」または「採用しようとしたが，採用できていない」と回答した会社

問１５＿１で「求める」または「どちらかといえば求める」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数
給与等の待遇面
について折り合い
がつかなかった

採用の時期が司
法修習終了時期
ではなかった

配属予定の部署
の雰囲気と調和し
ない印象を受けた

応募者の能力的
な部分で満足が
いかなかった

応募者の意欲・熱
意の部分で満足
がいかなかった

84 12 3 11 17 11
(100%) (14.3%) (3.6%) (13.1%) (20.2%) (13.1%)

採用内定を出した
が，辞退された

応募がなかった その他 無回答

16 26 14 1
(19.0%) (31.0%) (16.7%) (1.2%)

　 回答数 給与が高い

法曹有資格者は
新卒者に比べて
平均的に年齢が
高く，若いうちに
社内教育ができ
ない

法曹有資格者を
採用する社内体
制が整っていな
い

顧問弁護士がい
るので社内に法
曹有資格者を必
要としていない

弁護士以外の専門
家（司法書士，税
理士，社会保険労
務士など）を利用し
ているので社内に
法曹有資格者を必
要としていない

858 30 3 119 528 25
(100%) (3.5%) (0.3%) (13.9%) (61.5%) (2.9%)

法曹有資格者を
必要とする仕事
がない

ビジネスへの理
解がたりない

その他 無回答

74 18 33 28
(8.6%) (2.1%) (3.8%) (3.3%)

　 回答数
会社所定の給与
基準による

特別の給与基準
による

無回答

42 30 8 4
(100%) (71.4%) (19.0%) (9.5%)

　 回答数
新卒採用と同程
度

同年齢の他の従
業員（総合職）と
同程度

その他

30 12 18 -
(100%) (40.0%) (60.0%) -

問１９＿２　法曹有資格者を採用する場合，会社所定の給与基準
について

問１９＿１　仮に法曹有資格者を採用する場合の給与・待遇

問１８　法曹有資格者を従業員として採用しない理由は何ですか

問１７　法曹有資格者を採用しようとしたが，採用できていない理由（いくつでも）

問１０で「法曹有資格者を採用しようとしたが，採用できていない」と回答した会社

問１０で「法曹有資格者を採用していないし，今後も採用する予定はない」と回答した会社

問１９＿１へ

問１９＿１へ

問１９＿２へ

問１９＿３へ

問１９＿６へ

問１９＿４へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 大卒 大学院卒

12 3 9
(100%) (25.0%) (75.0%)

　 回答数 支給あり 支給なし 無回答

30 13 14 3
(100%) (43.3%) (46.7%) (10.0%)

　 回答数 優遇あり 優遇なし 無回答

30 7 17 6
(100%) (23.3%) (56.7%) (20.0%)

　 回答数
個人ごとに決定
する年俸制

法曹有資格者専
用の給与基準を
設定

その他

8 6 2 -
(100%) (75.0%) (25.0%) -

　 回答数 増えると思う
どちらかといえば
増えると思う

どちらともいえない
どちらかといえば
増えると思わない

増えると思わな
い

無回答

1139 310 351 324 52 86 16
(100%) (27.2%) (30.8%) (28.4%) (4.6%) (7.6%) (1.4%)

　 回答数 顧問弁護士
顧問弁護士以外
の社外の弁護士

社内の弁護士
弁護士登録をし
ていない司法試
験合格者

無回答

661 504 333 187 63 4
(100%) (76.2%) (50.4%) (28.3%) (9.5%) (0.6%)

　 回答数
法律に関連する
仕事は増えない
から

法律に関連する仕
事が増えたとして
も，他の専門家（司
法書士，税理士，
公証人，行政書
士，弁理士，社会
保険労務士など）
を利用することで
たりるから

法律に関連する
仕事が増えたと
しても，法曹有資
格者でない法務
部員等で対応す
ることでたりるか
ら

その他 無回答

138 11 60 58 8 1
(100%) (8.0%) (43.5%) (42.0%) (5.8%) (0.7%)

問１９＿４　資格手当の支給の有無

問１９＿３　新卒採用と同程度とは，大卒または
大学院卒のどちらか

問２２　法曹有資格者の利用を望む場面が増えると思わない理由は何ですか

問２１　どのような法曹有資格者を利用することを望みますか（いくつでも）

問２０　法曹有資格者の利用を望む場面は増えると思いますか

問１９＿６　法曹有資格者を採用する場合，特別の給与基準について

問１９＿５　昇級昇進での優遇の有無

問２１，２３へ 問２２へ問２３へ

問１９＿１で「'特別の給与基準による」と回答した会社

問１９＿２で「新卒採用と同程度」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 776 312 29 6 2 14
(100%) (68.1%) (27.4%) (2.5%) (0.5%) (0.2%) (1.2%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 553 441 109 15 4 17
(100%) (48.6%) (38.7%) (9.6%) (1.3%) (0.4%) (1.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 516 395 189 17 7 15
(100%) (45.3%) (34.7%) (16.6%) (1.5%) (0.6%) (1.3%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 525 428 136 27 6 17
(100%) (46.1%) (37.6%) (11.9%) (2.4%) (0.5%) (1.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 135 256 517 115 98 18
(100%) (11.9%) (22.5%) (45.4%) (10.1%) (8.6%) (1.6%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 458 430 211 16 8 16
(100%) (40.2%) (37.8%) (18.5%) (1.4%) (0.7%) (1.4%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

1139 99 292 605 88 46 9
(100%) (8.7%) (25.6%) (53.1%) (7.7%) (4.0%) (0.8%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

1139 186 497 345 71 31 9
(100%) (16.3%) (43.6%) (30.3%) (6.2%) (2.7%) (0.8%)

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　４．弁護士にかかる費用の
基準が明らかになること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　３．弁護士にかかる費用が
安くなること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　２．弁護士がそれまで取り
扱った事件とそれに関する実績と評価がわかること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　１．弁護士の専門分野がわ
かること

問２４　若い弁護士についてのイメージ　１．仕事を丁寧にやってくれそう

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　６．弁護士の業務処理や応
答が速くなること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　５．弁護士にかかる費用を
補う民間の保険が普及すること

問２４　若い弁護士についてのイメージ　２．社会経験や実務経験がないので頼りない
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

1139 101 423 494 72 39 10
(100%) (8.9%) (37.1%) (43.4%) (6.3%) (3.4%) (0.9%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

1139 75 260 532 173 88 11
(100%) (6.6%) (22.8%) (46.7%) (15.2%) (7.7%) (1.0%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 942 167 22 1 1 6
(100%) (82.7%) (14.7%) (1.9%) (0.1%) (0.1%) (0.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 674 423 33 2 1 6
(100%) (59.2%) (37.1%) (2.9%) (0.2%) (0.1%) (0.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 834 282 18 - - 5
(100%) (73.2%) (24.8%) (1.6%) - - (0.4%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 412 419 225 49 28 6
(100%) (36.2%) (36.8%) (19.8%) (4.3%) (2.5%) (0.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 804 287 41 - 1 6
(100%) (70.6%) (25.2%) (3.6%) - (0.1%) (0.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 754 311 63 1 2 8
(100%) (66.2%) (27.3%) (5.5%) (0.1%) (0.2%) (0.7%)

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　６．交渉力

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　５．コミュニケーション能力

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　４．諸外国の法律や国際的な取引などの知識

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　３．ビジネスへの理解

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　２．法律知識に限られない幅広い知識

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　１．法律に関する専門的な知識

問２４　若い弁護士についてのイメージ　４．法律知識が足りない

問２４　若い弁護士についてのイメージ　３．会社の業務に関する知識や最新の情報を積極的に取り入れてくれそう
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば
必要だとは思わ
ない

必要だとは思わ
ない

無回答

1139 311 430 302 46 43 7
(100%) (27.3%) (37.8%) (26.5%) (4.0%) (3.8%) (0.6%)

　 回答数
上場（東証，大
証，一部，二部）

その他上場 非上場 無回答

1139 585 92 455 7
(100%) (51.4%) (8.1%) (39.9%) (0.6%)

　 回答数 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県

1139 24 3 5 10 2 3
(100%) (2.1%) (0.3%) (0.4%) (0.9%) (0.2%) (0.3%)

福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県

8 5 6 10 16 16
(0.7%) (0.4%) (0.5%) (0.9%) (1.4%) (1.4%)

東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県

459 64 14 6 8 6
(40.3%) (5.6%) (1.2%) (0.5%) (0.7%) (0.5%)

山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

3 14 6 30 69 1
(0.3%) (1.2%) (0.5%) (2.6%) (6.1%) (0.1%)

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

7 16 148 41 1 2
(0.6%) (1.4%) (13.0%) (3.6%) (0.1%) (0.2%)

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県

2 - 10 25 5 1
(0.2%) - (0.9%) (2.2%) (0.4%) (0.1%)

香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県

8 6 1 26 5 4
(0.7%) (0.5%) (0.1%) (2.3%) (0.4%) (0.4%)

熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答

1 4 3 8 4 23
(0.1%) (0.4%) (0.3%) (0.7%) (0.4%) (2.0%)

　 回答数 １，０００万円未満
１，０００万円以上
５，０００万円未満

５，０００万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満

1139 - 2 10 218
(100%) - (0.2%) (0.9%) (19.1%)

５億円以上
５０億円未満

５０億円以上
１００億円未満

１００億円以上 無回答

438 153 309 9
(38.5%) (13.4%) (27.1%) (0.8%)

属性問１（３）　資本金

属性問１（２）　所在地

属性問１（１）　上場の有無

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　７．外国語の能力
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（大企業）

　 回答数 ２５人未満
２５人以上
５０人未満

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上
１，０００人未満

1139 6 4 7 413 233
(100%) (0.5%) (0.4%) (0.6%) (36.3%) (20.5%)

１，０００人以上
３，０００人未満

３，０００人以上
５，０００人未満

５，０００人以上 無回答

260 80 126 10
(22.8%) (7.0%) (11.1%) (0.9%)

　 回答数
農林・水産業・鉱
業

建設・工事業 食料品業
繊維・パルプ・紙
業

化学・石油・石炭
製品

1139 5 97 51 22 82
(100%) (0.4%) (8.5%) (4.5%) (1.9%) (7.2%)

ゴム・ガラス・土
石業

鉄鋼・非鉄金属・
金属製品

機械・電気機器・
輸送用機器・精
密機器・その他
製造業

商業 金融業

26 46 239 179 87
(2.3%) (4.0%) (21.0%) (15.7%) (7.6%)

運輸・通信・倉
庫・不動産業

電気・ガス業・サー
ビス業・その他

無回答

101 195 9
(8.9%) (17.1%) (0.8%)

　 回答数 計上している 計上していない 無回答

1139 912 202 25
(100%) (80.1%) (17.7%) (2.2%)

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

743 1429.64 5.00 150000.00
(100%)

　 回答数 法務部 総務部 人事部 経営者 その他 無回答

1139 393 517 12 15 183 19
(100%) (34.5%) (45.4%) (1.1%) (1.3%) (16.1%) (1.7%)

属性問３　回答者の部署

属性問２＿１　社外の弁護士の利用のための計上予算

属性問２　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）の利用のために予
算を計上していますか

属性問１（５）　主たる事業

属性問１（４）　従業員数

属性問２＿１ 属性問３へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 増加している 変わらない 減少している わからない 無回答

800 254 448 43 49 6
(100%) (31.8%) (56.0%) (5.4%) (6.1%) (0.8%)

　 回答数
顧問契約を結ん
でいる

顧問契約を結ん
でいない

無回答

800 505 288 7
(100%) (63.1%) (36.0%) (0.9%)

　 回答数
顧問料が高いか
ら

顧問料の基準が
不透明であるから

費用対効果が計
測しづらいから

必要に応じて依
頼すればたりる
から

288 46 22 45 215
(100%) (16.0%) (7.6%) (15.6%) (74.7%)

弁護士以外の専
門家（司法書士，
税理士，社会保険
労務士など）を利
用しているから

弁護士を必要と
する仕事がない
から

知り合いなど，身
近に弁護士がい
ないから

その他

131 71 17 40
(45.5%) (24.7%) (5.9%) (13.9%)

　 回答数
顧問契約をしよう
と思う

いくらであっても顧
問契約をしたくない

無回答

288 97 175 16
(100%) (33.7%) (60.8%) (5.6%)

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

97 984.40 1.00 50000.00

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 485 153 114 48
(100%) (60.6%) (19.1%) (14.3%) (6.0%)

問１　弁護士の利用機会は５年前に比べて変化していますか

問２　弁護士と顧問契約を結んでいますか

問３　弁護士と顧問契約を結んでいない理由は何ですか（３つまで）

問４　顧問料がいくらまでであれば，弁護士と顧問契約をしようと思
いますか

問４＿１　弁護士と顧問契約をしようと思う金額

問５（１）　業務・課題の重要度　１．契約書の作成

問５へ 問３，問４へ

問４＿１へ

問５（２）１へ 問７へ

問５へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 393 147 199 61
(100%) (49.1%) (18.4%) (24.9%) (7.6%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 294 306 142 58
(100%) (36.8%) (38.3%) (17.8%) (7.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 218 270 253 59
(100%) (27.3%) (33.8%) (31.6%) (7.4%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 425 233 85 57
(100%) (53.1%) (29.1%) (10.6%) (7.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 141 269 316 74
(100%) (17.6%) (33.6%) (39.5%) (9.3%)

問５（１）　業務・課題の重要度　５．コンプライアンス体制の整備・維持

問５（１）　業務・課題の重要度　２．経営戦略の立案

問５（１）　業務・課題の重要度　３．ＣＳＲ（企業の社会的責任）体制の整備・維持

問５（１）　業務・課題の重要度　４．環境保護対策

問５（１）　業務・課題の重要度　６．公益通報制度への対応

問５（２）２へ

問５（２）３へ

問５（２）４へ

問５（２）５へ

問５（２）６へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 227 237 270 66
(100%) (28.4%) (29.6%) (33.8%) (8.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 373 209 161 57
(100%) (46.6%) (26.1%) (20.1%) (7.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 399 221 123 57
(100%) (49.9%) (27.6%) (15.4%) (7.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 117 279 347 57
(100%) (14.6%) (34.9%) (43.4%) (7.1%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 190 248 303 59
(100%) (23.8%) (31.0%) (37.9%) (7.4%)

問５（１）　業務・課題の重要度　７．消費者保護

問５（１）　業務・課題の重要度　８．公正取引に関する法令遵守

問５（１）　業務・課題の重要度　９．個人情報保護・情報セキュリティ管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１０．Ｍ＆Ａ（企業買収，合併）

問５（１）　業務・課題の重要度　１１．知的財産のマネジメント

問５（２）７へ

問５（２）８へ

問５（２）９へ

問５（２）１０へ

問５（２）１１へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 330 225 189 56
(100%) (41.3%) (28.1%) (23.6%) (7.0%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 397 245 114 44
(100%) (49.6%) (30.6%) (14.3%) (5.5%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 192 252 298 58
(100%) (24.0%) (31.5%) (37.3%) (7.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 406 219 129 46
(100%) (50.8%) (27.4%) (16.1%) (5.8%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 306 293 150 51
(100%) (38.3%) (36.6%) (18.8%) (6.4%)

問５（１）　業務・課題の重要度　１２．契約交渉

問５（１）　業務・課題の重要度　１３．専門的知識を要する紛争解決のための交渉（訴
訟対応を含む）

問５（１）　業務・課題の重要度　１４．企業ブランドの管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１５．人事・労務管理

問５（１）　業務・課題の重要度　１６．セクハラ，パワハラへの対応

問５（２）１２へ

問５（２）１３へ

問５（２）１４へ

問５（２）１５へ

問５（２）１６へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 118 207 417 58
(100%) (14.8%) (25.9%) (52.1%) (7.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 387 201 160 52
(100%) (48.4%) (25.1%) (20.0%) (6.5%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 130 126 374 170
(100%) (16.3%) (15.8%) (46.8%) (21.3%)

　 回答数
現在重要な業
務・課題であると
思う

現在重要な業務・
課題であると思わ
ないが，将来重要
な業務・課題にな
ると思う

重要な業務・課
題であるとは思
わない

無回答

800 90 142 385 183
(100%) (11.3%) (17.8%) (48.1%) (22.9%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

638 276 209 135 18
(100%) (43.3%) (32.8%) (21.2%) (2.8%)

問５（１）　業務・課題の重要度　１９．海外進出

問５（１）　業務・課題の重要度　２０．外国法調査

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１．契約書の作成

問５（１）　業務・課題の重要度　１７．株主総会対策，株主代表訴訟対策

問５（１）　業務・課題の重要度　１８．金銭債権の回収

問５（２）１７へ

問５（２）１８へ

問５（２）１９へ

問５（２）２０へ

問７へ

問７へ

問７へ

問７へ

問５（１）１で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

540 31 149 341 19
(100%) (5.7%) (27.6%) (63.1%) (3.5%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

600 38 307 236 19
(100%) (6.3%) (51.2%) (39.3%) (3.2%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

488 21 201 248 18
(100%) (4.3%) (41.2%) (50.8%) (3.7%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

658 102 339 193 24
(100%) (15.5%) (51.5%) (29.3%) (3.6%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　２．経営戦略の立案

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　３．ＣＳＲ（企業の社会的責任）体制
の整備・維持

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　４．環境保護対策

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　５．コンプライアンス体制の整備・維
持

問５（１）２で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）３で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）４で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）５で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

410 14 234 145 17
(100%) (3.4%) (57.1%) (35.4%) (4.1%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

464 31 267 148 18
(100%) (6.7%) (57.5%) (31.9%) (3.9%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

582 83 304 171 24
(100%) (14.3%) (52.2%) (29.4%) (4.1%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

620 65 332 200 23
(100%) (10.5%) (53.5%) (32.3%) (3.7%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　８．公正取引に関する法令遵守

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　９．個人情報保護・情報セキュリ
ティ管理

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　６．公益通報制度への対応

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　７．消費者保護

問５（１）６で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）７で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）８で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）９で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わないが，

将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ
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　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

396 37 286 58 15
(100%) (9.3%) (72.2%) (14.6%) (3.8%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

438 67 251 103 17
(100%) (15.3%) (57.3%) (23.5%) (3.9%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

555 103 266 167 19
(100%) (18.6%) (47.9%) (30.1%) (3.4%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

642 271 298 50 23
(100%) (42.2%) (46.4%) (7.8%) (3.6%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１０．Ｍ＆Ａ（企業買収，合併）

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１１．知的財産のマネジメント

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１２．契約交渉

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１３．専門的知識を要する紛争解
決のための交渉（訴訟対応を含む）

問５（１）１０で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１１で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１２で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１３で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ
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　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

444 51 232 143 18
(100%) (11.5%) (52.3%) (32.2%) (4.1%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

625 163 242 201 19
(100%) (26.1%) (38.7%) (32.2%) (3.0%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

599 82 345 148 24
(100%) (13.7%) (57.6%) (24.7%) (4.0%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

325 44 186 80 15
(100%) (13.5%) (57.2%) (24.6%) (4.6%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１４．企業ブランドの管理

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１５．人事・労務管理

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１６．セクハラ，パワハラへの対応

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１７．株主総会対策，株主代表訴
訟対策

問５（１）１４で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１５で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１６で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１７で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

588 206 243 122 17
(100%) (35.0%) (41.3%) (20.7%) (2.9%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

256 45 148 51 12
(100%) (17.6%) (57.8%) (19.9%) (4.7%)

　 回答数 現在利用している
現在利用してい
ないが，将来利
用したい

現在利用していな
いし，将来も利用
を予定していない

無回答

232 31 158 34 9
(100%) (13.4%) (68.1%) (14.7%) (3.9%)

　 回答数
社外の弁護士（顧
問弁護士を含む）

社内の弁護士 無回答

674 634 14 26
(100%) (94.1%) (2.1%) (3.9%)

　 回答数
費用が高額にな
りそう

よい弁護士の探
し方が分からな
い

社員で対応しよう
と思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談すれば
たりるから

その他 無回答

470 35 6 115 228 33 53
(100%) (7.4%) (1.3%) (24.5%) (48.5%) (7.0%) (11.3%)

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１８．金銭債権の回収

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　１９．海外進出

問５（２）　業務・課題における弁護士の利用状況　２０．外国法調査

問５（３）　どのような弁護士を利用したいか

問６　業務・課題のために弁護士を利用したいと思わない理由

問５（１）１８で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）１９で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（１）２０で「現在重要な業務・課題であると思う」または「現在重要な業務・課題であると思わない

が，将来重要な業務・課題になると思う」と回答した会社

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（３）へ 問６へ

問５（２）で１つでも「現在利用している」または「現在利用していないが，将来利用したい」と回答した会社

問５（２）で１つでも「現在利用していないし，将来も利用を予定していない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
既に知っている
ので探す必要は
ない

顧問弁護士や社
内の弁護士に聞
いて探す

知り合いに聞い
て探す

広告，雑誌等で
探す

弁護士会が提供
している情報をも
とに探す

800 365 313 292 5 73
(100%) (45.6%) (39.1%) (36.5%) (0.6%) (9.1%)

インターネットの
情報をもとに探
す

社員が法律相談
に行って探す

どうやって探した
らいいのか分か
らない

その他 無回答

72 41 15 40 38
(9.0%) (5.1%) (1.9%) (5.0%) (4.8%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 339 309 81 24 8 39
(100%) (42.4%) (38.6%) (10.1%) (3.0%) (1.0%) (4.9%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 377 278 74 23 7 41
(100%) (47.1%) (34.8%) (9.3%) (2.9%) (0.9%) (5.1%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 474 255 26 7 3 35
(100%) (59.3%) (31.9%) (3.3%) (0.9%) (0.4%) (4.4%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 476 224 54 10 2 34
(100%) (59.5%) (28.0%) (6.8%) (1.3%) (0.3%) (4.3%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 285 322 123 31 3 36
(100%) (35.6%) (40.3%) (15.4%) (3.9%) (0.4%) (4.5%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 148 196 202 106 108 40
(100%) (18.5%) (24.5%) (25.3%) (13.3%) (13.5%) (5.0%)

　 回答数 考慮する ある程度考慮する どちらともいえない あまり考慮しない 考慮しない 無回答

800 293 329 115 20 7 36
(100%) (36.6%) (41.1%) (14.4%) (2.5%) (0.9%) (4.5%)

問７　社外の弁護士（顧問弁護士を除く）に相談をする場合，弁護士を探す方法（３つまで）

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　１．弁護士への話しやすさ

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　２．弁護士事務所での実務経験

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　３．弁護士の専門分野

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　４．法律問題について紛争解決策や行動指針を示せる
能力

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　５．貴社の業界や業務に対する理解度

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　６．諸外国の法律や国際的な取引などの知識

問８　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）を選ぶ際の考慮の度合　７．弁護士にかかる費用
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 いる いない 無回答

800 132 648 20
(100%) (16.5%) (81.0%) (2.5%)

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

132 1.48 1.00 6.00

　 回答数
法曹有資格者を
通常の正社員と
して採用している

法曹有資格者を
任期付の社員と
して採用している

法曹有資格者を
役員（社外取締
役を除く）として
採用している

法曹有資格者を
採用しようとした
が，採用できて
いない

法曹有資格者を
採用していない
し，今後も採用す
る予定はない

無回答

800 - - 4 11 765 20
(100%) - - (0.5%) (1.4%) (95.6%) (2.5%)

　 回答数 含まれている 含まれていない

4 3 1
(100%) (75.0%) (25.0%)

　 回答数 社員
取締役（社外取
締役を除く）

監査役（監査委
員を除く）

3 - - 3
(100%) - - (100%)

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

問１０　法曹有資格者を採用していますか（いくつでも）

問１１　社員及び役員の中に日本の弁護士登録
者が含まれていますか

問１２（１）　在籍している日本の弁護士登録者の役職（いくつでも）

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　男女計

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　男性

問１２（１）　ア．日本の弁護士登録者である社員の数　女性

問９（１）　「法務」に関する業務を担当している社員がいますか

問９（２）　担当者の総人数

問１０へ問９（２）へ

問１１へ 問１３へ 問１３，１８へ

問１２（１）へ 問１２（２）へ

問１２（１）ウへ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

- - - -

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

3 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

3 1.00 1.00 1.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

3 0.00 0.00 0.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

1 0.00 0.00 0.00

　 回答数 平均（人） 最小値（人） 最大値（人）

647 0.17 0.00 60.00

　 回答数

高度の法律知識
を有する専門家
としての人材を
求めていたから

法的な素養があり
会社法務の即戦
力になることがで
きると期待したから

法律知識に限ら
ず優秀な能力を
発揮してくれると
期待したから

その他 無回答

15 4 4 6 - 4
(100%) (26.7%) (26.7%) (40.0%) - (26.7%)

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である監査役の数　男性

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である監査役の数　女性

問１２（２）　弁護士登録をしていない司法試験合格者は何人いますか

問１３　司法試験に合格していない日本の法科大学院修了者は何
人いますか

問１４　法曹有資格者を採用しようと考えたのはなぜですか（いくつでも）

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　男性

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　女性

問１２（１）　ウ．日本の弁護士登録者である監査役の数　男女計

問１２（１）　イ．日本の弁護士登録者である取締役の数　男女計

問１０で法曹有資格者を「正社員として採用している」，「任期付の社員として採用している」，「役員と

して採用している」または「採用しようとしたが，採用できていない」と回答した会社

問１２（１）で「監査役」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 給与が高い

法曹有資格者は
新卒者に比べて
平均的に年齢が
高く，若いうちに
社内教育ができ
ない

法曹有資格者を
採用する社内体
制が整っていな
い

顧問弁護士がい
るので社内に法
曹有資格者を必
要としていない

弁護士以外の専
門家（司法書士，

税理士，社会保険
労務士など）を利用
しているので社内
に法曹有資格者を
必要としていない

765 35 2 66 326 132
(100%) (4.6%) (0.3%) (8.6%) (42.6%) (17.3%)

法曹有資格者を
必要とする仕事
がない

ビジネスへの理
解が足りない

その他 無回答

145 - 19 40
(19.0%) - (2.5%) (5.2%)

　 回答数 増えると思う
どちらかといえば
増えると思う

どちらともいえない
どちらかといえば
増えると思わない

増えると思わな
い

無回答

800 84 183 308 64 142 19
(100%) (10.5%) (22.9%) (38.5%) (8.0%) (17.8%) (2.4%)

　 回答数 顧問弁護士
顧問弁護士以外
の社外の弁護士

社内の弁護士
弁護士登録をし
ていない司法試
験合格者

無回答

267 208 84 9 5 6
(100%) (77.9%) (31.5%) (3.4%) (1.9%) (2.2%)

　 回答数
法律に関連する
仕事は増えない
から

法律に関連する仕
事が増えたとして
も，他の専門家（司
法書士，税理士，
公証人，行政書
士，弁理士，社会
保険労務士など）
を利用することで
たりるから

法律に関連する
仕事が増えたと
しても，法曹有資
格者でない法務
部員等で対応す
ることでたりるか
ら

その他 無回答

206 57 134 5 7 3
(100%) (27.7%) (65.0%) (2.4%) (3.4%) (1.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 429 270 59 7 4 31
(100%) (53.6%) (33.8%) (7.4%) (0.9%) (0.5%) (3.9%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 258 354 126 14 14 34
(100%) (32.3%) (44.3%) (15.8%) (1.8%) (1.8%) (4.3%)

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　１．弁護士の専門分野がわ
かること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　２．弁護士がそれまで取り
扱った事件とそれに関する実績と評価がわかること

問１８　法曹有資格者を従業員として採用しない理由は何ですか

問２０　法曹有資格者の利用を望む場面は増えると思いますか

問２１　どのような法曹有資格者を利用することを望みますか（いくつでも）

問２２　法曹有資格者の利用を望む場面が増えると思わない理由は何ですか

問１０で「法曹有資格者を採用していないし，今後も採用する予定はない」と回答した会社

問２３へ 問２２へ問２１，２３へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 344 258 151 8 5 34
(100%) (43.0%) (32.3%) (18.9%) (1.0%) (0.6%) (4.3%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 402 267 83 9 6 33
(100%) (50.3%) (33.4%) (10.4%) (1.1%) (0.8%) (4.1%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 189 227 283 30 33 38
(100%) (23.6%) (28.4%) (35.4%) (3.8%) (4.1%) (4.8%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 295 288 164 11 5 37
(100%) (36.9%) (36.0%) (20.5%) (1.4%) (0.6%) (4.6%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

800 56 177 451 65 30 21
(100%) (7.0%) (22.1%) (56.4%) (8.1%) (3.8%) (2.6%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

800 109 337 269 47 18 20
(100%) (13.6%) (42.1%) (33.6%) (5.9%) (2.3%) (2.5%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

800 60 287 360 46 25 22
(100%) (7.5%) (35.9%) (45.0%) (5.8%) (3.1%) (2.8%)

　 回答数 そう思う
どちらかといえば
そう思う

どちらともいえない
どちらかといえば
そうは思わない

そうは思わない 無回答

800 48 169 430 90 41 22
(100%) (6.0%) (21.1%) (53.8%) (11.3%) (5.1%) (2.8%)

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　３．弁護士にかかる費用が
安くなること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　４．弁護士にかかる費用の
基準が明らかになること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　５．弁護士にかかる費用を
補う民間の保険が普及すること

問２３　法律に関わる業務・課題を抱えたときに，弁護士に依頼しやすくなるために必要なこと　６．弁護士の業務処理や応
答が速くなること

問２４　若い弁護士についてのイメージ　１．仕事を丁寧にやってくれそう

問２４　若い弁護士についてのイメージ　２．社会経験や実務経験がないので頼りない

問２４　若い弁護士についてのイメージ　３．会社の業務に関する知識や最新の情報を積極的に取り入れてくれそう

問２４　若い弁護士についてのイメージ　４．法律知識が足りない
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 568 180 27 3 2 20
(100%) (71.0%) (22.5%) (3.4%) (0.4%) (0.3%) (2.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 393 322 58 6 2 19
(100%) (49.1%) (40.3%) (7.3%) (0.8%) (0.3%) (2.4%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 414 315 48 4 1 18
(100%) (51.8%) (39.4%) (6.0%) (0.5%) (0.1%) (2.3%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 190 262 233 43 48 24
(100%) (23.8%) (32.8%) (29.1%) (5.4%) (6.0%) (3.0%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 447 277 50 4 2 20
(100%) (55.9%) (34.6%) (6.3%) (0.5%) (0.3%) (2.5%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 513 230 34 2 2 19
(100%) (64.1%) (28.8%) (4.3%) (0.3%) (0.3%) (2.4%)

　 回答数 必要だと思う
どちらかといえば
必要だと思う

どちらともいえない
どちらかといえば必
要だとは思わない

必要だとは思わ
ない

無回答

800 136 232 305 52 55 20
(100%) (17.0%) (29.0%) (38.1%) (6.5%) (6.9%) (2.5%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

64 16 16 22 4 5 1
(100%) (25.0%) (25.0%) (34.4%) (6.3%) (7.8%) (1.6%)

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　１．法律に関する専門的な知識

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　２．法律知識に限られない幅広い知識

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　３．ビジネスへの理解

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　４．諸外国の法律や国際的な取引などの知識

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　５．コミュニケーション能力

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　６．交渉力

問２５　今後，法曹有資格者を利用する場合，どのような能力等が必要か　７．外国語の能力

問２６（１）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に契約書の作成を依頼したいと思いますか　①弁護士に支払う金額５万円

問２７Ａへ 問２６（２）Ａ①，（３）Ａ①へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

91 17 17 33 12 8 4
(100%) (18.7%) (18.7%) (36.3%) (13.2%) (8.8%) (4.4%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

93 6 21 41 8 16 1
(100%) (6.5%) (22.6%) (44.1%) (8.6%) (17.2%) (1.1%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

91 10 17 37 13 10 4
(100%) (11.0%) (18.7%) (40.7%) (14.3%) (11.0%) (4.4%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえな
い

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

65 6 12 25 13 9
(100%) (9.2%) (18.5%) (38.5%) (20.0%) (13.8%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

9 1 6 2 -
(100%) (11.1%) (66.7%) (22.2%) -

問２６（１）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に契約書の作成を依頼したいと思いますか　②弁護士に支払う金額１０万円

問２６（１）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に契約書の作成を依頼したいと思いますか　③弁護士に支払う金額１５万円

問２６（１）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に契約書の作成を依頼したいと思いますか　④弁護士に支払う金額２０万円

問２６（１）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に契約書の作成を依頼したいと思いますか　⑤弁護士に支
払う金額３０万円

問２６（２）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
①弁護士に支払う金額５万円

問２７Ａへ 問２６（２）Ａ②，（３）Ａ②へ

問２７Ａへ 問２６Ａ（２）③，（３）Ａ③へ

問２７Ａへ 問２６（２）Ａ④，（３）Ａ④へ

問２７Ａへ 問２６（２）Ａ⑤，（３）Ａ⑤へ

問２６（１）Ａ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

20 8 8 2 2
(100%) (40.0%) (40.0%) (10.0%) (10.0%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他 無回答

24 10 10 1 2 1
(100%) (41.7%) (41.7%) (4.2%) (8.3%) (4.2%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他 無回答

23 6 8 8 - 1
(100%) (26.1%) (34.8%) (34.8%) - (4.3%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

22 11 6 4 1
(100%) (50.0%) (27.3%) (18.2%) (4.5%)

問２６（２）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
②弁護士に支払う金額１０万円

問２６（２）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか　③弁護士に支払
う金額１５万円

問２６（２）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか　④弁護士に支払
う金額２０万円

問２６（２）　Ａ　＜契約書作成＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
⑤弁護士に支払う金額３０万円

問２６（１）Ａ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

6 1.33 0.00 3.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

17 3.76 1.00 10.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

19 6.11 0.00 20.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

20 5.40 0.00 10.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

21 8.86 0.00 20.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

365 10.65 0.00 50.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

56 10.86 0.00 30.00

問２６（３）　Ａ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　③弁護士に
支払う金額１５万円

問２６（３）　Ａ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　①弁護士に
支払う金額５万円

問２６（３）　Ａ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　②弁護士に
支払う金額１０万円

問２６（３）　Ａ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　④弁護士に
支払う金額２０万円

問２６（３）　Ａ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　⑤弁護士に
支払う金額３０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　①問２６＜契約書
作成＞弁護士に支払う金額５万円

問２６（１）Ａ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ａ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

19

資料15

129 / 138



法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

81 9.73 0.00 40.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

83 11.35 0.00 30.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

82 10.10 0.00 25.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

63 11.46 0.00 50.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

366 22.64 0.00 100.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

56 25.45 5.00 100.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

81 21.88 0.00 50.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

84 22.82 5.00 80.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

82 22.44 0.00 100.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

63 21.16 5.00 50.00

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額　①問２６＜契約書作成＞弁護士に支払う金額５万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額　②問２６＜契約書作成＞弁護士に支払う金額１０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額　③問２６＜契約書作成＞弁護士に支払う金額１５万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額　④問２６＜契約書作成＞弁護士に支払う金額２０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額　⑤問２６＜契約書作成＞弁護士に支払う金額３０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　②問２６＜契約書
作成＞弁護士に支払う金額１０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　③問２６＜契約書
作成＞弁護士に支払う金額１５万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　④問２６＜契約書
作成＞弁護士に支払う金額２０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　⑤問２６＜契約書
作成＞弁護士に支払う金額３０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに支払
う金額
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

367 33.17 0.00 130.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

56 36.30 10.00 130.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

81 31.60 0.00 80.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

84 34.04 8.00 90.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

83 32.14 0.00 120.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

63 32.62 10.00 100.00

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

82 5 24 31 14 6 2
(100%) (6.1%) (29.3%) (37.8%) (17.1%) (7.3%) (2.4%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

75 2 20 29 15 6 3
(100%) (2.7%) (26.7%) (38.7%) (20.0%) (8.0%) (4.0%)

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　④問２６＜契約書作
成＞弁護士に支払う金額２０万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　⑤問２６＜契約書作
成＞弁護士に支払う金額３０万円

問２６（１）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に店員との交渉を依頼したいと思いますか　①着手金５万円，報酬金２５万円

問２６（１）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に店員との交渉を依頼したいと思いますか　②着手金１０万円，報酬金２５万
円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　③問２６＜契約書作
成＞弁護士に支払う金額１５万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　①問２６＜契約書作
成＞弁護士に支払う金額５万円

問２７　Ａ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　②問２６＜契約書作
成＞弁護士に支払う金額１０万円

問２７Ｂへ 問２６（２）Ｂ①，（３）Ｂ①へ

問２７Ｂへ 問２６（２）Ｂ②，（３）Ｂ②へ
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

76 6 19 28 11 10 2
(100%) (7.9%) (25.0%) (36.8%) (14.5%) (13.2%) (2.6%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

87 7 23 36 13 5 3
(100%) (8.0%) (26.4%) (41.4%) (14.9%) (5.7%) (3.4%)

　 回答数
この弁護士に依
頼したいと思う

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
思う

どちらともいえない

どちらかといえ
ば，この弁護士
に依頼したいと
は思わない

この弁護士に依
頼したいとは思
わない

無回答

76 5 13 30 16 8 4
(100%) (6.6%) (17.1%) (39.5%) (21.1%) (10.5%) (5.3%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

20 1 5 10 4
(100%) (5.0%) (25.0%) (50.0%) (20.0%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他 無回答

21 6 2 10 2 1
(100%) (28.6%) (9.5%) (47.6%) (9.5%) (4.8%)

問２６（１）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に店員との交渉を依頼したいと思いますか　③着手金１０万円，報酬金３０万円

問２６（１）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に店員との交渉を依頼したいと思いますか　④着手金１５万円，報酬金３０万円

問２６（１）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に店員との交渉を依頼したいと思いますか　⑤着手金１５万円，報酬金３５万円

問２６（２）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
①着手金５万円，報酬金２５万円

問２６（２）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか　②着手金１０万
円，報酬金２５万円

問２７Ｂへ 問２６（２）Ｂ③，（３）Ｂ③へ

問２７Ｂへ 問２６（２）Ｂ④，（３）Ｂ④へ

問２７Ｂへ 問２６（２）Ｂ⑤，（３）Ｂ⑤へ

問２６（１）Ｂ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

21 7 4 8 2
(100%) (33.3%) (19.0%) (38.1%) (9.5%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

18 2 4 10 2
(100%) (11.1%) (22.2%) (55.6%) (11.1%)

　 回答数
弁護士に支払う
金額が高いから

自社で対応でき
ると思うから

他の専門家（司法
書士，税理士，社
会保険労務士な
ど）に相談しようと
思うから

その他

24 8 8 6 2
(100%) (33.3%) (33.3%) (25.0%) (8.3%)

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

13 3.31 0.00 10.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

16 5.50 0.00 10.00

問２６（２）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
⑤着手金１５万円，報酬金３５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　①着手金５万
円，報酬金２５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　②着手金１０万
円，報酬金２５万円

問２６（２）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
③着手金１０万円，報酬金３０万円

問２６（２）　Ｂ　＜残業代請求＞この弁護士に依頼したいと思わない理由は何ですか
④着手金１５万円，報酬金３０万円

問２６（１）Ｂ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

13 8.38 0.00 30.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

14 9.86 3.00 20.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

18 7.61 1.00 15.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

12 12.08 0.00 20.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

16 12.81 5.00 25.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

16 18.13 10.00 50.00

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　③着手金１０万
円，報酬金３０万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　④着手金１５万
円，報酬金３０万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞最初に支払う金額　⑤着手金１５万
円，報酬金３５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに
支払う金額　①着手金５万円，報酬金２５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに
支払う金額　②着手金１０万円，報酬金２５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに
支払う金額　③着手金１０万円，報酬金３０万円

問２６（１）Ｂ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

13 16.54 10.00 30.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

18 15.83 0.00 35.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

13 14.46 0.00 25.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

16 18.31 10.00 30.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

16 24.94 10.00 70.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

14 25.21 15.00 40.00

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに
支払う金額　④着手金１５万円，報酬金３０万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞希望通りの結果が得られたときに
支払う金額　⑤着手金１５万円，報酬金３５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　①着手金５万
円，報酬金２５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　②着手金１０万
円，報酬金２５万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　③着手金１０万
円，報酬金３０万円

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　④着手金１５万
円，報酬金３０万円

問２６（１）Ｂ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ①で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ②で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ③で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社

問２６（１）Ｂ④で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

19 22.21 1.00 50.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

355 16.15 0.00 300.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

69 11.20 0.00 80.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

67 14.99 0.00 100.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

67 16.76 0.00 300.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

81 17.05 0.00 120.00

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

71 20.44 1.00 120.00

　 回答数
上場（東証，大
証，一部，二部）

その他上場 非上場 無回答

800 3 2 791 4
(100%) (0.4%) (0.3%) (98.9%) (0.5%)

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　②問２８＜残業
代請求＞着手金１０万円，報酬金２５万円

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　③問２８＜残業
代請求＞着手金１０万円，報酬金３０万円

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　④問２８＜残業
代請求＞着手金１５万円，報酬金３０万円

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　⑤問２８＜残業
代請求＞着手金１５万円，報酬金３５万円

属性問１（１）　上場の有無

問２６（３）　Ｂ　＜残業代請求＞着手金＋報酬金　⑤着手金１５万
円，報酬金３５万円

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額

問２７　Ｂ　＜契約書作成＞弁護士に支払う金額　①問２８＜残業
代請求＞着手金５万円，報酬金２５万円

問２６（１）Ｂ⑤で「どちらかといえば，この弁護士に依頼したいとは思わない」または「この弁護士に依

頼したいとは思わない」と回答した会社
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県

800 - 1 - - - -
(100%) - (0.1%) - - - -

福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県

- 2 4 1 11 3
- (0.3%) (0.5%) (0.1%) (1.4%) (0.4%)

東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県

663 13 2 1 1 -
(82.9%) (1.6%) (0.3%) (0.1%) (0.1%) -

山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

1 3 - 3 9 -
(0.1%) (0.4%) - (0.4%) (1.1%) -

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

- 5 39 4 - -
- (0.6%) (4.9%) (0.5%) - -

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県

- - 2 - - -
- - (0.3%) - - -

香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県

1 - - 1 1 1
(0.1%) - - (0.1%) (0.1%) (0.1%)

熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答

- - - - - 28
- - - - - (3.5%)

　 回答数 １，０００万円未満
１，０００万円以上
５，０００万円未満

５，０００万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満

その他 無回答

800 21 441 324 5 1 8
(100%) (2.6%) (55.1%) (40.5%) (0.6%) (0.1%) (1.0%)

　 回答数 ２５人未満
２５人以上
５０人未満

５０人以上
１００人未満

１００人以上
５００人未満

５００人以上
１，０００人未満

800 33 183 306 268 3
(100%) (4.1%) (22.9%) (38.3%) (33.5%) (0.4%)

１，０００人以上
３，０００人未満

３，０００人以上
５，０００人未満

５，０００人以上 無回答

- - - 7
- - - (0.9%)

属性問１（２）　所在地

属性問１（３）　資本金

属性問１（４）　従業員数
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法的ニーズに関する意識調査　単純集計表（中小企業）

　 回答数 農林・水産業・鉱業 建設・工事業 食料品業 繊維・パルプ・紙業
化学・石油・石炭
製品

800 1 115 70 17 14
(100%) (0.1%) (14.4%) (8.8%) (2.1%) (1.8%)

ゴム・ガラス・土
石業

鉄鋼・非鉄金属・
金属製品

機械・電気機器・輸
送用機器・精密機
器・その他製造業

商業 金融業

4 23 151 205 9
(0.5%) (2.9%) (18.9%) (25.6%) (1.1%)

運輸・通信・倉
庫・不動産業

電気・ガス業・サー
ビス業・その他

無回答

85 95 11
(10.6%) (11.9%) (1.4%)

　 回答数 計上している 計上していない 無回答

800 372 415 13
(100%) (46.5%) (51.9%) (1.6%)

　 回答数 平均（万円） 最小値（万円） 最大値（万円）

349 97.12 1.00 1000.00

　 回答数 法務部 総務部 人事部 経営者 その他 無回答

800 8 402 6 288 70 26
(100%) (1.0%) (50.3%) (0.8%) (36.0%) (8.8%) (3.3%)

属性問２　社外の弁護士（顧問弁護士を含む）の利用のために予
算を計上していますか

属性問２＿１　社外の弁護士の利用のための計上予算

属性問３　回答者の部署

属性問１（５）　主たる事業

属性問２＿１ 属性問３へ
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